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道産米の高次利用に関する研究 (H14-16)

山木一史

本堂正明

清水條資

食品開発部農産食品科 岩 下敦子

食品バイオ部

応用技術部プロセス開発科 清 水英樹

研究の目的と概要

米の国内生産量第一位である北海道にとって、良食味米の規格水準を高めると共

に規格外品の需要を拡大することは重要課題である。

米の消費拡大として米粉パンが注目されているが、製粉方法により米粉の製パン

性が異なるため、昨年度は各種加工機器で製粉 した道産米粉の適性を把握 した。本

年度は、新たな製粉方法を検討 し、各種加工食品への適性評価および新規の用途開

発を行った。

【予定される成果】

。加工適性の高い、安価で簡易な米粉の製粉方法の米粉を開発することで、製パ

ン業者、製麺業者、製菓業者、一般家庭等への米粉需要が拡大する。

・用途開発 (新規シー ト状食品等)に よる新規事業の創造。

試験研究の方法

洗浄、水浸漬等により水分含量を 15%お よび 35%に 調節 した米を、乾燥 ・粉砕

複合機 (ホソカワミクロン社製 。ドライマイスタ)に より製粉し、乾燥温度は、20℃ および 130℃

とした (DM製 粉)。DM製 粉米粉 4種 、市販パン ・ケーキ用米粉 4種 、既存製粉方

法の米粉 4種 の計 12種 類について、損傷澱粉 。粒度分布 。最大吸水率を分析 し、

走査型電子顕微鏡にて形状を観察した。

また、加工適性 として、各米粉でスポンジケーキ生地3台を焼成後、中心線で半

分にカットし、中心部 。両端 。中心と両端との中央の5カ所の高さ (mm)を測定し、

小麦粉の平均値を100として、各米粉のスポンジケーキ生地膨張率を求めた (ケー

キ適性)。

実験結果

各種米粉の分析結果を表 1に 、ケーキ適性結果を表 2に 、DM製 粉米粉のスポン

ジケーキ焼成時の結果を写真に示した。既存の乾式粉砕法 (ロール ミル、スタンプ

ミル、ピンミル)で は、平均粒度を 100 μ m以 下にすると澱粉損傷率、最大吸水率

が上昇 し、ケーキ膨張率が低くなった。市販品 (パンケーキ用米粉)は 平均粒度が

小さい上に、澱粉損傷率、最大吸水率が低い傾向にあつた。DM製 粉④にその傾向

が認められ、ケーキ膨張率も89%を示し、パン ・ケーキ用として適性が認められた。
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4 要  約

新規製粉方法の米粉の特性を把握するために、市販 。既存粉砕方法の米粉を含め

て各種分析を行つた。米粉のケーキ適性には最大吸水率、損傷澱粉、粒度分布が指

標 となることが示唆された。
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表2ケ ーキ適性
フォーム  粉 添加後 膨  張  高

比重   比 重     Ⅲ   膨 張率(%)
薄力彰)   0.30   0.48  51.7± 0.4   100
DM①

DM②

DM③

DM④

S

N

0.29     0.69    19.8 ± 0.5    38.3

0.29     0.53    30.6 ± 0.5    59.2

0.31      0.48    27.4± 1.5    53.0

0.31      0.47    46.1 ± 0.2    89.1

0.31      0.46    34.4± 1.5    66.5

0.32      0.48    42.9 ± 1.2    83.0

ピンミル     0.30    0.45   35.1± 0.5   67.9

水挽き 0.31      0.53    45.4± 0.7    87.8

(平均値±標準誤差)

平成 16年 度の研究計画

。新規製粉方法での品種および加工用米 (網下

。新規製粉米粉の製パン適性評価 (発酵特性 :

・シロタ 。砕米等)の 製粉適性

生地膨張力、ガス発生量等)

写真 :DM米 粉のケーキ適性
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道 産 ソバ粉 を用 いた機 械製麺 に関す る研 究    (H15～ 17)

食品開発部農産食品科 山 木一史 岩 下敦子 太 田智樹

応用技術部プロセス開発科 中 野敦博

研究の目的と概要

これまでソバ粉比率が高い麺の製造は伝統的技術を用いた手打ち職人により行わ

れてきているが、機械製麺による製造では製造工程や製造技術における種々の要因

が未解明であるため、麺のつながりが悪い、製造後の麺の物性が安定しない、日持

ちが悪い、といった問題点がある。そこで、本研究では道産ソバ粉の利用拡大と消

費拡大を目的として、道産ソバ粉の各種成分の特性を把握 し、製麺特性 との関連性

を解明することにより、ソバ粉含有比率が高くかつ食感の優れた麺の機械製麺技術

の開発を行 うものである。

今年度は、製粉方法の異なるそば粉の各種特性について検討を行つた。

【予定される成果】

・道産ソバ粉の品質特性の把握

・高品質な 10割そばの機械製麺による製造

試験研究の方法

(1)供試試料は道内産ソバのロール挽き粉 (ロール粉)と 石臼挽き粉 (石臼粉)、さら

に甘皮部分 (甘皮粉)の 3点 で、いずれも道内の製粉企業より分与していただいた。

(2)各種ソバ粉について、水分、タンパク質含有量、灰分、粉色、水溶性タンパク質

含有量、アミログラフ、粒度分布を常法により分析 した。また、走査型電子顕微鏡

にて粒子の観察を行った。

(3)ソバ粉の粘度測定は、ソバ粉 150gに 対 し蒸留水 300mlを 加えよく撹拌 した後、

この液の 100mlを 用い B型 粘度計にて行つた。

実験結果

各種試験の結果、

それぞれの粉はタ

ンパク質、水溶性

タンパク質、灰分、

表  ソ バ粉の分析結果

タンハ
・
ク質  水 溶性タンハ

・
ク質  灰 分   粘 度  粒 径(最頻径)

(%)     (%)  (Pa・ s) (μ m)

石 日

ロー ル

甘 皮

11.4

9 . 3

34.5

80.6

1 1 6 . 0

6.5     1.8    0.85

4.4     1.3    0.45

170     6.4    324      497.9

粘度、粒径に特徴

がみられた (表)。甘皮は外皮に近い部分のみということもあり、石臼粉とロール粉に

比ベタンパク質と灰分ともに多く、粒径も大きかった。ロール粉はタンパク質と灰分、

粘度いずれも最も低い値を示 して石臼粉は両者の中間の値を示 した。いずれの粉も全

タンパク質の約 50%を 水溶性タンパク質が占めた。石臼粉は最も小さい最頻径にもか

かわらず、ロール粉よりも大きな粘度を示 した。粒度分布から、ロール粉は最頻径付
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近に全体の 65%が 集まつている

のに対 し、石臼粉は最頻径付近に

全体の約 40%し かなく粒度分布

に拡がりがみられた (図1)。ソバ

粉の粒度が粘度に及ぼす影響を調

べるために、各粒度に分級 した石

臼粉の粘度を測定 した。その結果、

粒度が大きく (粗く)な るにつれ

粘度が増加 した (図2)。粒径が大

きくなるにつれ粉色が濃くなるこ

とから、この部分には甘皮に近い

宴
）謳
せ

0   100  200

図 1
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粒径(μm)

各種ソバ粉の粒度分布

部位が含まれているものと思われた。そこで、甘皮の影響確認のため、粘度が低いロ

ール粉に甘皮を5段 階の比率で添加 し粘度を測定した。甘皮の混合比率が増加するに

つれ粘度は増加 し、20～25%添加でほぼ石臼粉と同等の粘度となつた (図3)。

以上のことから、ソバ粉の生地物性改良へ向けて、粘度改善のために甘皮を活用で

きることが判明した。

翁
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図2石 臼粉における粒度と粘度の関係

要  約

異なる製粉方法による道産ソバ粉について各種の試験を行った。いずれの粉も全

タンパク質の約 50%を水溶性タンパク質が占めた。粘度は粒径の大きな粉、あるい

は甘皮の少量添加により高い値を示すことから、生地物性の改良方法として粒径の

大きな甘皮部分を活用できることが判明した。

平成 16年 度の研究計画

・水溶性タンパク質と生地物性の関係についての検討

・甘皮中の粘性物質の検索

10      15      20      25

甘皮添加割合(%)

図3ロ ール粉への甘皮添加の影響
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道産乳由来の有用微生物利用技術
―プロピオン酸菌を利用した新規乎L製品の開発―

(H15)

食品開発部畜産食品科 川 上誠 阿 部茂

応用技術部機能開発科 渡 邊治

研究の目的と概要

北海道は国内有数の酪農地域であり、これに伴い地域の特産品である乳製品の生

産も多い。しかし、道内の小規模乳業メーカーでは製品開発基盤が脆弱であり、製

造される乳製品の種類も一部のものに偏 りがちである。このため、新規乳製品の開

発が中小の平L業メーカーから要望されている。とりわけ、ヨーグル ト、チーズ製造

に使用されるスターター (乳酸菌など平Lを発酵させるための種菌)は 欧州などから

の輸入品に依存 しているため、北海道地域に根ざした乎L業用スターター開発の要望

や相談が道内の企業から寄せられている。

プロピオン酸菌はチーズのスターターなどに利用される有用微生物のひとつであ

り、ビフィズス菌増殖促進機能などの保健機能が知られている。 しかし、プロピオ

ン酸菌を利用した乳製品はスイスのエメンタールチーズなどに限定されており、ま

た、 1年 以上の長期間の熟成が必要なことから国内での利用例は少ない。

本研究では道内の乳素材に由来するプロピオン酸菌など有用微生物を分離、選抜

し、これを利用した新規発酵乳、ヨーグル ト、ナチュラルチーズなどの開発を検討

した。

【予定される成果】

・北海道産乳を利用した高付加価値製品開発の促進

試験研究の方法

(1)酸生成菌の分離および培養

北海道内の生乳、チーズ 7種 よりGYP白 亜寒天培地を用いて酸生成菌を分離し

た。分離株は 16SrDNAの 『末端約 500bpの塩基配列を決定し、データーベースと

照合することによつて同定した。プロピオン酸菌分離菌株はブ ドウ糖ペプ トン培地、

乳酸ペプ トン培地、脱脂乳培地を用いて培養 した。

(2)ビ フィズス菌の培養

分離菌株を乳酸ペプ トン培地で 35℃,72時 間培養後、培養上清を0.22μ mの フ

ィルターでろ過 してプロピオン酸菌培養上清を得た。乳糖ペプ トン培地及び乳糖ペ

プ トン培地にプロピオン酸菌上清を 20%添 加 した培地を用い Bndθゎaαθ″um

鰤 ごLtt NBRC100015を 35℃、24時 間嫌気培養 した。ビフィズス菌の菌数はTOS

プロピオン酸寒天培地を用いて計測した。

(3)発酵乳の試作

発酵乳は 10%滅 菌脱脂乳に分離 したプロピオン酸菌培養液を2%添 加し、35℃、
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8時 間の発酵を行い試作品とした。さらに、発酵後カー ドを粉砕 し各種糖液を添加

することによつて ドリンクタイプの発酵乳製品を試作した。

実験結果

(1)プ ロピオン酸菌の分離

北海道内の生乳、チーズ 7種 よりGYP白 亜寒天培地を用いて分離した酸生成

菌 208株 からプロピオン酸菌と推定される短拝菌 5株 (PFl～PF 5)を 分離 した。

16SrDNA『 末端約 500bpの 塩基配列の結果か ら分離菌株はプロピオン酸菌

物 “めa“α力盟 FFeだ“先燿Iの 近縁種と推定した。

分離菌株はブ ドウ糖ペプ トン培地での発育は遅かったが、炭素源として乳酸を

用いたペプ トン培地では急速に生育し、プロピォン酸、二酸化炭素等を生成 した。

また、脱脂乳培地では L 茅̈L酸を生成することが明らかになった。これらのことか

ら分離菌株はナチュラルチーズ、発酵乳への利用が期待される。

(2)ビ フィズス菌増殖能の検索

B壼姉 aαe」i― 鰤 ご囮 NBRC100015の 培養結果を表に示す。分離株 PF 2の

培養上清を添加した培地でビフィズス菌の増殖が認められた。

(3)発 酵乳の試作

分離菌株 PF2を 用いた発酵乳は培養 8時 間後にp H4.5、乳酸酸度 0.9となり

弱いカー ドを形成 した(図)。試作された発酵乳は、通常の発酵乳に比べ酸味が低

くフレーバーもマイル ドな製品となった。試作した発酵乳を5℃で 1週 間保存 じ

ていても酸味の上昇、ガスの発生は認められなかった。ドリンクタイプの試作品

ではショ糖、イソマル トオリゴ糖の添加品が良好なフレーバーを示した。

乳糖ペプトン培地

乳糖ペプトン培地

十PF2培養上清 1 .6x104
培養時間  (時 間)

ロ プロピオン酸菌発酵乳pH交 化

本研究はプロピオン酸菌の機能性検索、乳製品への利用、実用化を目指し来年度

より重′点領域特別研究 「道産食材の機能性を活かした新規加工食品の開発」へ発展

させる予定である。

4 要   約

北海道内の乳素材より乳製品に利用可能なプロピオン酸、乳酸などを生成するプ

ロピオン酸菌を分離した。当該プロピオン酸菌の上清を添加することによリビフィ

ズス菌の増殖が認められた。

4
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食 肉の持つ特性 を利用 した新規食 肉製 品の開発   (H14～ 16)

食品開発部畜産食品科 阿 部茂 川 上誠

応用技術部機能開発科 渡 邊治

研究の目的と概要

本研究は筋肉組織の持つ自己消化活性を最大限に活用することで肉の軟化、呈味

性の向上を図り、従来の水畜産加工品の高付加価値化を目指すものである。具体的

には55～60℃の内在性プロテアーゼの至適温度帯を用いてタンパク質の分解を行

い、アミノ酸の生成を促進させることを目的とするものである。昨年度の研究の結

果、55℃で6時間処理を行らた動物 (牛(豚 )および水産物 (サケ、ホタテ)の筋肉

組織では9～24%のうま味成分の増加が認められ、微生物の増殖も認められなかった。

しかし、加温直後の微生物の増減については不明な点があるため、本年度は加温直

後の微生物の増殖可否について詳細な検討を行った。さらに、加温処理によって増

加 したエキス成分の特性把握を目的としてアミノ酸分析を行つた。

【予定される成果】

。新規加工技術による高付加価値製品

試験研究の方法

試料には豚バラ肉、ホタテ貝柱およびシロサケ筋肉を用いた。

(1)各 試料由来微生物の生育限界

各試料を標準寒天培地を用いて平板塗沫により20℃ で 5日 間培養 した。得られ

たコロニーをランダムに 36個選び、標準寒天培地プレー トに植菌後、45.0、50.0、

52.5、55.0、57.5および 60℃ で 48時 間培養 し、生育したコロニー数をカウン トし

た。さらに、常法に基づき各試料の菌相解析を行った。

(2)各 試料の加温直後の生菌数の推移

各々の原料をミキサーにて細断したものを試料とし、クリニカパックに無菌的に

充填後密栓 した655.0℃ の恒温水槽にクリニカパックを完全に浸 し、0、1、2、4

および 8時 間後の生菌数を標準寒天培地を用いて測定した。

(3)増 加したうま味成分の特性

各試料を55℃ で 8時 間処理を行つた後に、2倍 量の 5%ト リクロロ酢酸を加えて

ホモジナイズし、得られた濾液を適宜希釈 した後、自動アミノ酸分析計 L-8800を

用いて分析 した。

実験結果

(1)各 試料由来微生物の生育限界

- 1 0 -
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菌相解析の結果、豚からはF滋ッθわαθ′̀r′″"属 、Lαθ"わαθノ〃“∫属、働滋rig属、

P∫′“あ“θれα∫属などの腐敗菌、二次汚染菌が検出された。また、サケやホタテから

は Aε:れ̀′οbαθ″r属 、Aι″′"θκα∫属、 ル ″″bαθたr属 、3θ力ιrrJθ″α属、【りがι′″属

など、腐敗菌の他、海洋由来の低温細菌が多く検出された。これらの菌を各温度で

培養 した結果、45℃ では各試料ともコロニーの生育が認められ、lo個 程度のコロ

ニーが形成された。50～ 52.5℃では 0～ 2個 のコロニーが確認できたが、55℃

以上の培養条件ではコロニーは確認できなかった(表 1)。

表1各 試料より採取された菌の生育限界温度

45.0  50.0  525  55.0  57.5  600    (° C)

豚  1 1  3  0  o  o  o

サ ケ  8 2 1 0 0 o

ホタテ    6  2  2  0  0  o (1固/36イ固)

(2)各 試料の加温直後の生菌数の推移

各試料の 55℃ 処理では豚のみ加温 1時 間後に菌の増殖が認められたが、以後は

減少 し 8 時 間後には 300以 下になった。他の試料は加温直後 より減少 し、4時 間

後には 300以 下となった (表 2)。これ らの結果は各試料の菌相 と、試料の組成 (豚

バラ肉は脂質含量が高い)が 影響 していると考えられた。

表 2各 試料の55℃処理における生菌数の変化

, 0    1    2    4    0  【 壁FH5)

豚

サケ

4.2x104 1 .1  x  105 5 .6  x  104 9 .6  x  102 3o0D- lT
4 . 5 x 1 0 3  1 . 1  x 1 0 3  9 . 0 x 1 0 2  3 0 0 D . l T  3 0 o D . l T

f i 7 i  t . 6 x 1 0 o  2 . 5 x 1 0 t  6 . 0 x 1 0 t  3 0 0 0 J T  g 0 0 D J F  G f u / s , )

(3)増加 したうま味成分の特性

ホタテはアラニンが増加 し、サケおよび豚はグルタミン酸やアスパラギン酸の増

加が目立った。ホタテは甘味が増加し、サケおよび豚はうま味が増すことが示唆さ

れた。

4 要  約

寒天培地に植菌された状態では 55℃ 以上の処理では菌の増殖は認められなかっ

た:し かし、各試料をペース トにした状態では加温初期には生菌数が増加 している

試料も見受けられた。エキス成分についてはホタテは甘味が増加 し、サケおよび豚

はうま味が増すことが示唆された。

平成 16年 度の研究計画

最終年度は実際の加工を想定し、フィレーや肉塊を用いた場合の菌数変化および

組成変化について検討する。

- 1 1 -
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通電技術を応用した凍結食肉の新規解凍技術の開発 (H14～ 15)

井上貞仁

熊林義晃

食品開発部

応用技術部

研究の目的と概要

現在の食肉の解凍方法は、大量処理が可能でコス トが安い自然解凍や流水解凍が

主流である。 しかし、これらの方法では解凍に長時間を要し、季節により気温、水

温が変化するため一定の解凍条件が得 られず、微生物汚染や増殖による食中毒の発

生及び食肉中に存在する各種塩類、酵素類による品質劣化の促進が懸念される。

本研究ではこれらの問題に対処するため通電加熱技術の応用により、温度管理が

可能で品質劣化の少ない、迅速な解凍方法、機器の開発を目的に検討を行った。

【予定される成果】

。温度管理が可能で品質劣化の少ない、迅速な解凍方法、機器の開発

試験研究の方法

(1)大型肉を使用した解凍に及ぼす通電処理の効果

試料として大型の豚もも肉 (重量 4kg/本程度を-23℃ で凍結)を 使用し、1)5℃

流動空気下、2)5℃ 流水中、3)5℃ 流水+通 電の三種類の解凍方法で解凍 して解凍

時間に及ぼす通電処理の効果を評価 した。

(2)各種解凍方法が肉質に及ぼす影響

試料は豚ロース肉を 4分 割 して重量 1.0ヒ/本程度の大きさとし、_23℃冷凍庫で

凍結 して使用した。解凍方法は、対照区を夏期間の水道水温及び工場内の室温を想

定して 1)20℃流水解凍 :温調槽で水温を 20℃ に調整 して水を循環させ、一晩 (17

時間)解 凍 した。2)20℃室温解凍 :恒温器の温度を 20℃ に調整 して流動空気下で

一晩 (17時 間)解 凍した。通電解凍の試験区として 3)5℃ 流水十通電解凍 :温調

槽でブライン溶液 (0.05%―NaCl溶液)の 温度を5℃ に調整 してポンプで循環させ、

電極板を通してブライン溶液および肉に通電して解凍 した。通電は 200Vの 電圧を

解凍肉表面温度が 5℃ を越えないように電力調整器を手動で制御 し、解凍肉中心温

度が 5℃ に到達した時点で終了とした。また、現在企業で行われている 4)水道水

(実験時水温 11℃)を オーバーフロウさせる解凍法を、微生物検査の対照区として

行つた。通電解凍には平成 14年度報告書に記載の装置を使用した。

(3)解凍肉の品質評価

各種解凍法で処理 した試料は解凍歩留、色調、アク トミオシン抽出量、Met化

率、保水性、pH値 、ジェリー強度、走査型電子顕微鏡による微細構造の変化観察、

SDS―PAGEに よるタンパク質の変化観察等の項 目で品質評価を行つた。また、各種

- 1 2 -
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解凍方法で処理 した解凍肉の一般生菌数を比較し、安全性に関する検討を行つた。

3 実 験結果

(1)大 型肉を使用した解凍に及ぼす通電処理の効果

大型肉 (豚もも肉)を 三種類の方法で解凍

した時の中心温度-5、0、5℃ 到達時間を比較

した。中心_5℃ 到達時間に大きな差はなかつ

た。最大氷結晶生成帯 (-5～ 0℃ )の 通過に

は長時間を要するが、中心 o℃ 到達時間の比

較では通電解凍は流水解凍より約 1.5倍、室温

解凍より4.6倍速く、この温度帯での通電の効

果は大きかつた。5℃ 到達時間の比較では流水解凍より2.7倍、室温解凍より6.5

倍速く、通電処理は大型肉にも解凍時間を大幅に短縮する効果が認められた (図1)。

(2)解凍肉の品質

解凍肉の品質比較では解凍歩留

は 5℃ 流水+通 電解凍が 100%で

一番高 く、自然解凍 と比較すると

7%も 高かった。アク トミオシン抽出量 も一
番高 く

たが、保水性は今回の結果では一
番低かった (表

パクの分子量等に差は認められなかった。

(3)微 生物への影響

一般生菌数は 20℃ 自然解凍では 2倍 に増えた。20℃

で水を循環させると菌数が二桁 と大幅に増殖 した。
一

般的に食肉工場で行われる、水道水をオーバーフロー

する解凍方法では解凍前後で菌数は変わらなかつた。

今回行った 5℃ 流水+通 電解凍法は、菌数の増加は見

られず現在食肉工場で行われている解凍法と同程度の衛生度であつた (表2)。

要  約

(1)通電処理は工場 レベルの解凍を想定した大型食肉に対 し、低温下でも大幅な解

凍時間短縮効果があつた。また、本効果は-5℃を越えた時点で顕著になった。

(2)通電による解凍では、低温処理が可能となり解凍歩留 り、アク トミオシン抽出

性、Met化 率等色調に対 して優位性が認められたが、今回の測定では保水性が低

い結果になったので今後検討を要する。

(3)今回の 5℃ 十通電の解凍法では微生物の増殖は認められず、現状解凍法と同程

度の衛生度であつた。

5℃ 籠水 +

通電解凍

尭攀　　　“一

、通電解凍の優位性が示唆され

1 )。 S D S―P A G Eの 結 果 で は タ ン

時目[bourl

表1解 凍方法と品質比較
解凍 ア クトミオシン Met

9Xl

薇水解凍 2Xl

5Xl

5℃ 流水十

通電解凍 l x l 0 4

-13-



平成 15年 度事業報告 。平成 16年 度事業計画 試 験研究 7

未利用海藻を活用 した機能性飲料の開発

食品開発部水産食品科 田 中彰

食品バイオ部発酵食品科

食品開発部農産食品科

研究の目的と概要

道内には未利用海藻資源が豊富に分布 しているが、食品への具体的な利用開発例

は少ない。海藻は食物繊維や ミネラルなどをはじめ、健康に役立つ成分が豊富に含

まれるため、健康機能の高い食品への原料としてその利用が期待される。

本研究ではこれまで未利用海藻のうち、比較的資源量の安定しているアイヌワカ

メ、スジメについて機能性成分の探索を行つてきた。その結果、特にスジメには免

疫活性作用や抗腫瘍性を有する成分の存在が明らかとなつた。本年度はさらに免疫

活性化に関連するサイ トカイン分泌能について検討を加えるとともに、スジメ機能

性多糖を利用した飲料の試作を行い、製品化を検討 した。

【予定される成果】

・未利用海藻から新しい機能性を見出し、それを活かした機能性飲料を開発する。

試験研究の方法

(1)試料の調製

試料は歯舞漁業協同組合より供与された乾燥あるいは生のアイヌワカメ、スジメ

を用いた。試料重量の 20倍 量の 0.lN塩酸 (酸抽出物)、0.lN水 酸化ナ トリウム溶

液 (アルカリ抽出物)お よび蒸留水 (水抽出物)を 用いてスジメ多糖成分を沸騰水

中で2時 間加熱抽出し、抽出液に対 して終濃度 80%になるようにエタノールを加え、

得られた多糖沈殿物を減圧ろ過により分離し、乾燥乾固して用いた。

(2)ス ジメ多糖抽出物のTNF―α (腫瘍壊死因子)分 泌活性の測定

TNF―α分泌活性はスジメ各多糖抽 出物を添加 した培地 (RPM11640-10%FBS)で

Raw264.7細胞を培養 した後、その培養上清中の分泌されたTNF―αをL929細胞によ

るバイオアッセイ法で測定した。すなわち、L929細 胞を 96穴 マイクロプレー トに

4X105個 ずつ蒔き、37℃で一
夜培養 した後、RPM11640にアクチノマイシン(lμg/ml)

を加えた培地に交換し、Raw264.7の各培養上清を各 L929細胞に入れ、37℃で 18時

間培養 した。培養後、生細胞をWST-8で発色 し、マイクロプレー トリーダーで測定

した。なお、マウス組み替えTNF一αを用いて同様の方法で作成 した検量線から各培

養上清中のTNF―α濃度を求めた。

(3)ス ジメ多糖抽出物による飲料の試作

スジメ抽出物のうち、熱水抽出物から得られた多糖成分を利用して飲料の試作を

行つた。飲料はスジメ抽出多糖成分を水に 1%量 加え、さらに風味付けとしてゆず

(H13～15)

錦織孝史

吉り|1修司

太田智樹

―-16-―
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や うめ果汁を 1%加 えて試作 し、官能評価を行った。

実験結果

本研究ではこれまでスジメやアイヌワカメなど未利用海藻資源の中でも実用性の

有る原料について様々な機能性の検討を行ってきた。その中で特にスジメか ら得 ら

れ る多糖抽出物が強い抗腫瘍活性や免疫活性化作用を示す ことを解明 した。 このこ

とか ら、さらにスジメの免疫活性化に関連するサイ トカイン分泌能について検討を

加えるとともに、スジメ機能性多糖を利用 した飲料の試作を行い、製品化を検討 し

た。サイ トカインの うち、TNF―αについてインビ トロによる評価を行った結果、い

ずれのスジメ多糖抽出物 (500 μ g/ml)も TNF―α分泌活性化作用を示 し、特にアル

カ リ抽出物で強い活性を示 した (図 1)。また、動物実験の結果 (北大 ・栗原 ら)に

おいても経 口投与で抗腫瘍性を示 し、血中 TNF―α濃度 も高めることから、スジメに

含まれ る多糖には抗腫瘍性免疫活性化作用を有す ることも示唆 された。 さらに、ス

ジメ多糖を原料 として飲料を試作 した結果、匂い、味覚など官能的な評価において

も飲料 として問題なく、機能性飲料 として商品化が可能であることが明 らか となっ

た (図2)。

公
「
ｏ

哺ｏ
【
×
Ｎ
ｍヽ
ａ
）
む
‐』
Ｚ
ト

2500

2000

対照   A   B   C

試料
A:酸 性抽出物 3:水 抽出物C:ア ルカリ抽出物

図 1ス ジメ多糖抽出物の TNF一α分泌活性化作用

| ‐‐| ‐| | | | | | | | | | | | | ‐| | | | | | | | | | | | ■1 : : : : :  : l i 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

図 2ス ジメ多糖飲料の試作

4 要   約

道内未利用海藻であるアイヌワカメおよびスジメについて種々機能性解析を行

った結果、それぞれの海藻には機能性成分を豊富に含むことが明らかとなった。特

にスジメ多糖抽出物には強い抗腫瘍活性 と免疫活性化作用があり、機能性素材 とし

て有用性が高いことが明らかとなった。さらに、このスジメ多糖抽出物を利用した

飲料を試作し、官能評価 したところ飲料として十分利用可能であることが明らかと

なった。

―-17-―



米

平成 15年 度事業報告 。平成 16年 度事業計画 試 験研究 8

・馬鈴薯等 でんぶん素材 の新規改質技術 の開発 と加 工適正評価 に関す る研究

一機械的処理によるでんぷん系粉体素材の改質技術に関する研究―  (H13～ 15)

応用技術部プロセス開発科 清 水英樹 奥 村幸広

企画調整部総務課 河 野慎
一

応用技術部 熊 林義晃

研究の目的と概要

北海道は、米、馬鈴薯等のでんぶんを多く含む農産物の産地であり、それらから

馬鈴薯でんぷんをはじめ、多くの粉体食品素材が生産されている。しかし、近年は

輸入品が増加 し、特に馬鈴薯でんぷんはその需要が低迷しているのが現状である。

このような中、でんぶんの需要拡大を図るための新たな用途開発が望まれている。

工業分野では、粉体に衝撃 。圧縮 ・摩擦 。せん断等の機械的エネルギーを与える

ことにより結晶構造等の物理化学的性質を変えるメカノケミカル処理が、粉体改質

技術として利用されている。この技術は食品分野においても応用できる可能性があ

る。本研究では、でんぶん系粉体素材に、機械的エネルギーを付与することでそれ

らの改質を試み、新たな性質を持つた粉体素材 としての用途開発を行なうことを目

的とする。

【予定される成果】

新たな特徴を持ったでんぷん系粉体素材の開発

試験研究の方法

昨年度までの試験から、長時間のボールミル処理(BM処理)によつて、馬鈴薯でん

ぷんは、粉体としての流動性が向上し、部分的な糊化が進行する等の基礎的知見を

得た。本年度は、BM処理初期段階における性質の変化を調べるとともに、それらの

用途について検討を行つた。

1)馬鈴薯でんぷんのボール ミル処理

転動ボール ミルを用い、以下の条件下で馬鈴薯でんぶんを処理 した。

処理容器 :ポット(直径 135mm、高さ 150mm)十ボール (直径 20mm 25個、25mm-13個)

回転数 :100rpm、処理量 :150g/バッチ、処理時間 :0～24時間

2)処理でんぷんの特性評価

。粉体物性 :SEMに より粒子形状を観察し、粒度分布を測定した。また、流動性

の指標となる安息角を測定した。

・糊化特性 :グルコアミラーゼ法により酵素消化率を求めた。

。吸水 。吸油性 :吸水 ・吸油性は、各でんぷん試料に蒸留水またはサラダ油を加え

て撹拌 し、遠心分離後、沈殿部の重量を浪J定することにより求めた。

―-18-―



実験結果

図 1の ように、安息角はBM処理の開始とと

もに低下し、12時間以上の処理でほぼ一定と

なり、流動性は明らかに向上した。また、酵

素消化率は処理時間の増加に伴い上昇 し、処

理初期段階から糊化状態への変化が起きてい

ると考えられた。この特性を活かした用途の

ひとつとして打錠用基剤としての利用が考え

られる。錠剤は、流動性の改善や粒度調整を

目的に、前処理として原料粉体の顆粒化を行

う事が多い。その際、でんぶんは賦形剤とし

て、糊化でんぶんは結合剤 として用いられる。

BM処理でんぷんを用いた打錠試験の結果、処

理時間の増加に伴い、錠剤重量のばらつきは

減少 し、錠剤硬度は上昇した(図2)。 硬度の

用賦形剤等に利用できる可能性が示唆 された。

図 3に BM処 理でんぷんの吸水性及び吸油

性を示 した。吸水量及び吸油量は、ともに処

理時間の増加に伴つて増大 し、吸水量は未処

理でんぷんの約 4.5倍 、吸油量はその約 1.5

倍 と高い吸液性 を示 した。 このことか ら BM

処理でんぶんは、液状物質の吸着担体 として

利用できる可能性があると考えられた。アン

トシアニン系色素溶液を用い、BM処 理でんぷ

んへの吸着試験を行った結果、吸着乾燥後の

BM処 理でんぷんの色調は、未処理でんぷんと

比較 して、 L値 は低 く、 a値 は高い傾向を示

したことから、BM処 理によつて色素溶液の吸

着量が増加 していると考えられた。

4 要   約

平成 15年度事業報告 ・平成 16年度事業計画 試 験研究8
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図3 BM処 理でんぶんの吸水性及び吸油性
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日4色 素吸着したBM処 理でんぶんの色調

上昇は、部分的な糊化に伴 う結合性の増カロによるものと考えられた。以上の結果か

ら、BM処理でんぶんは、適度な結合性を持った流動性の良い粉体素材として、打錠

馬鈴薯でんぶんは、ボール ミル処理によつて、水や熱を用いず糊化状態へと変化

した。また、粉体としての流動性向上や吸液性の増加などの物性変化がみられた。

これらの性質から、打錠用基剤や液状物質の吸着担体として利用できる可能性が示

唆された。
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米 ・馬鈴薯等でんぶん素材の新規改質技術の開発と加工適正評価に関する研究
―核磁気共鳴によるでんぶんの状態解析と食品加工への応用―

応用技術部

応用技術部プロセス開発科 清 水英樹

企画調整部総務課

応用技術部

研究の目的と概要

北海道の農産物は、生食 。加工の用途を問わず、高品質であるという評価が定着して

いる。しかしながら、近年の輸入農産物の増加に伴い、価格面での競争力に劣るために、

輸入品に置き換えられる部分が増加しつつある。このような状況下、道産農産食品の競

争力を維持、あるいはさらに高めていくには、その特徴である 「高品質」を生かした製

品づくりが非常に重要である。

馬鈴薯は、道内の主要な農産物であり、またでんぷん原料として重要であるが、その

加工適性はとうもろこしなど他のでんぷんと比べて劣る部分も多い。われわれは、馬鈴

薯でんぷんの加工適性を改善するため、メカノケミカル処理による改質処理を検討して

きた。また、核磁気共鳴(MIR)法を利用したでんぶんの化学的性状の解析を行ってきた。

今年度は、メカノケミカル処理による改質馬鈴薯でんぷんの物性について、blMRによる評

価を検討した。

【予定される効果】

・食品素材に適した利用法の選択や工程管理の設定

。食品品質の新規評価法の開発

試験研究の方法       .

試料として、メカノケミカル処理で改質した馬鈴薯でんぶんを使用した。対照として

市販品の糊化でんぷんも用いた。メカノケミカル処理は、室温で転動ボールミルを回転

条件100rpmで所定の時間運転して行った (平成13年度報告参照)。

即Rに よる評価は、日本電子製JblM EX270型を使用し、lHJ駅 スペクトル測定によって

行つた。測定試料は、改質した馬鈴薯でんぷん0.5gに重水2mlを加えてよく攪拌し、直径

511mの剛Rサ ンプル管に移した。試料温度は珈R装置付属のコントローラーで30℃に設定し

た。

試料の酵素消化率は、グルコアミラーゼ法により求めた。

実験結果

重水と試料を混合したときの状態は、メカノケミカル処理しない (未処理)馬 鈴薯で

んぷんが懸濁状態(しばらく放置するとでんぶんが沈降する)であるのに対し、改質処理

013～ 15)

熊林義晃

奥村幸広

河野慎
一

長島浩二
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したでんぶんは、処理時間に応 じて粘性あ高い状態となった。これらの試料のlH―blRス
ペクトルを測定した結果、未処理品は水由来のピーク(図1の ピーク2)のみが検出され、
でんぶん由来のピークは観測されなかった。これに対し、改質処理したでんぷんでは、
水由来ピークに加えて、でんぶん由来ピーク(図1の ピーク1及び3)が検出されるよう
になった。ピークの大きさは改質処理時間に応じて大きくなり、70時間処理では市販品
の糊化でんぶんと同程度であった。平成14年度報告にて、加熱処理した馬鈴薯でんぶん

の卜ⅣRスペクトルを解析し、加熱処理によってでんぷんの運動性が向上し、でんぶん由来
ピークが大きくなることを示した。メカノケミカル処理したでんぶんでこのピークが検

出されたことは、この処理によってでんぶんの運動性が高まり、部分的に糊化した状態

になっていることを示している。

図2に 、酵素消化率と、ピーク3の シグナル相対強度の関係を示した。酵素消化率

が高くなるに従い、シグナルの
120

相対強度も大きくなり、酵素消

化率と相対強度との間に強い相 悩

関関係があることが示された。  f80
ピーク3の相対強度の増大は、  9

メカノケミカル処理によってで 愚
40

′`

んぷんと水の親和性が増大 し、
0

部分的に糊化 した状態であるこ

とを示 している。すなわち、メ

カノケミカル処理によって部分

的にでんぷんが糊化 し、酵素 と  50

の反応性が向上 したものと考え  Ξ 40
悩

られる。           曇 30
以上より、でんぶんの糊化度 番20

評価法としてlH¶駅スペクトル ミ

の測定が有効であることが示唆 ハ
10

された。             0

酵素消化率 [%]

図 2 酵 素消化率 とシグナル相対強度の関係

メカノケミカル処理した馬鈴薯でんぷんのlH plMRスペクトルを測定した。未処理の生

でんぶんでは、でんぶん由来のピークは検出されなかったが、処理時間を長くするに従

い、でんぷん由来ピークの相対強度が増大した。このピークの相対強度は、でんぶんの

糊化度を示していると考えられるため、酵素消化率と相対強度との比較を行ったところ、

高い相関が見られた。以上より、メカノケミカル処理によるでんぶん状態変化が珊Rに よ

って観測され、NIRによるでんぶんの糊化度の評価が可能であることが示唆された。

図 1 各 試料のシグナル相対強度

贖 晉|
△   目

Cト          ピーク3の相対強度
0

4要 約

ピーク2を100とした時の相対強度 oe- r1  .C- r2  .e - ts

〆がバピピ〆♂ ぷ
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北海道産原料 を主体 とした

エ クス トルー ダに よる高 タンパ ク膨化食 品の開発    (H14～ 15)

企画調整部総務課 河 野慎一

応用技術部 熊 林義晃

食品開発部畜産食品科 阿 部 茂  川 上 誠

応用技術部機能開発科 渡 邊治

研究の目的と概要

現在、国内のスナック菓子はデンプンを主原料とした製品がほとんどであり、タンパク質

含量が多い製品やタンパク質を主原料としたスナック菓子は、ほとんど販売されていない。

当センターでは平成 13年度にアルバータ州と共同で、牛肉を用いた高タンパク膨化食品 (ハ

イプロテインスナック)の 製造技術を新しく開発した。本研究では北海道産原料を用いたハ

イプロテインスナックの製造を目的とする。昨年度の試験により確立した牛肉スナックの基

礎製造技術を応用し、本年度は水産物原料を用いたスナックの製造について検討を行った

【予定される成果】

。北海道発の新規スナック食品の開発、水畜産物の利用拡大

試験研究の方法

図1にスナックの製造工程を示した。水産物原料は、サケ、イカ、エビ、サンマを用い、

前処理を行つて使用した。前処理は、サケとサンマは三枚におろし、更にサケは皮を除去し

た。また、イカは内蔵を、エビは頭部と殻を除去 したものをそれぞれ用いた。処理後、ミー

トチョッパを用いてペース トに加工し、フー ドカッタを用いて他の原料

と混合 した。配合は、 「ペース ト:コ ーンスターチ :カ ゼイン

Na=35:30:35(重 量比)」とした。この原料をエクス トルーダ (TCO‐30:

神鋼テクノ (株)側 により加熱 ・混練 ・成型させ、スナック原料を

製造した。その際、加熱温度を70℃～100℃の間で 10℃ごとに変化さ

せて製造を行つた。その後、通風乾燥機で乾燥を行った。乾燥温度は

狙℃、乾燥時間は6時 間とし、風量は装置で設定できる最小量とした。

乾燥後のスナック原料を家庭用フライヤーにて油で揚げ(19090、 スナ

ックを製造 した。それぞれのスナックについて一般成分分析を行つた。

また、スナックのフライ前後の体積から、「(フライ後の体積÷フライ前

の体0× 100Jの 式を用いて膨化率を算出した。更に、スナック原料

について電子顕微鏡による断面観察を行つた。
図 1  スナックの製造工程

実験結果

図2に一般成分分析の結果を示 した。タンパク質含量は、現在市販されているスナック菓

子が 10%以 下であるのに対し、試作品スナックは約 30～50%と 他のスナックにない高含量の

スナックとなつた。一方、市販されているスナック菓子の脂質含量は約 20～35%で あつた。

また、試作品スナックはエクストルーダで加工する際の加熱温度が高いと脂質含量が高くな

る傾向が示され、脂質含量は約 15～40%と ばらついたが、市販スナックとほぼ同量であつた。

てんふん 補助タンハク

―-22-―
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以上より、現在の市販スナックは、糖質、脂質の占める割合が大きく、3大栄養素のバラン

スが偏つているのに対し、試作したスナックはタンパク質が多く含まれ、栄養素のバランス

が改善されたものとなった

製造時の加熱温度とスナックの膨化率の関係を図

3に 示した。加熱温度が高いほど膨化率が大きくなる

傾向が示された。加熱温度の高いスナックの組織は、

大きな気泡で構成されており、その食感は、サクサク

としたスナック独特の食感が得られた。
一方、加熱温

度が低いスナックは、きめの細かい小さな気泡で構成

されており、食感は固いものとなつた

図4, 5に 加熱温度が異なるフライ前原料 (エビ)

の断面の電子顕微鏡による観察結果を示した。加熱温

度が 70℃の原料は組織が不均一であり、100℃の原料

は細かい組織で形成されていた。高温で混練すること

により、細かい組織が形成され、スナック原料の生地

が相対的に柔軟な生地となり、フライの際に膨らみや

すくなり、また脂質を吸収しやすい生地になつたと思

われた。このことから、エクス トルーダによるスナッ

ク原料の製造において、加熱温度はスナックの膨化率

や脂質含量に影響を与えることが確認された

要  約

北海道産水産物の新たな用途開発として、ハイプロ

テインスナックの製造を行つた。スナック製造におい

て、加神温度を変化させることで、スナックの物′1劇 旨質含量をある程度コントロールでき

ることが示された。従来のスナックは栄養素のバランスが、糖質と脂質に偏りがちであつた

が、本スナックはタンパク質含量が多く、栄養素のバランスが改善されたものとなつた

加熱温度(℃)

図 3 加 熱温度 と膨化率

図 4 ス ナ ック原料の断面図

加熱温度 70℃

図 5 ス ナック原料の断面図

加熱温度 100℃
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一
次加 工野菜 の鮮度保持技術 に関す る試験研 究   (H14～ 16)

応用技術部プロセス開発科 中 野敦博

食品開発部農産食品科 山 本一史 岩 下敦子 太 田智樹

研究の目的と概要

冷蔵温度帯で流通される一
次加工野菜は、微生物による変敗、酸化による変色、

デンプンの老化に伴 う食感の変化などの品質劣化が短期間で生じ、高度な品質保持

技術が要求される。今後の道産野菜の流通は、安価な輸入野菜 と競合 していくこと

から、一次加工野菜のような利便性を追求した商品形態についての製造技術を開発

していく必要性がある。本研究は一次加工野菜の品質保持技術に関する研究を行い、

道産野菜の需要維持と競争力の強化を図るものである。今年度は、冷蔵流通される

加熱済みカットバレイショの品質改善を行 う技術を開発するために、エタノール処

理による調理特性を検討 した。

【予定される成果】

・高品質な一
次加工野菜の加工技術の開発

試験研究の方法

(1)試料及び比重分別 :試料は、70～120gの キタアカリを用いた。バレイショのデ

ンプン量は、比重と高い正の相関関係にあるので、食塩溶液を用いてバレイシ

ョを選別し、ライマン価 (比重から換算)17.2%の 試料を試験に供した。

加工条件 :バ レイショを景1皮し、5mmの スライス状にカットして、0～5%の エ

タノール溶液中で 2時 間浸漬 した後、同様の溶液中で 85℃で 10分 間ブランチ

ングを行つた。冷却後、真空包装し、95℃で 40分 間殺菌し、カットバレイシ

ョを作製 して、2℃で冷蔵保管した。

物性評価 :2日 間冷蔵 した製品をレオメーター (25mm φプランジャー、サン科

学 (株))で 最大荷重を測定し、スライス面の硬さを評価 した。

組織観察 :カ ットバレイショを底面 2mm角 の角柱状に細切 し、液体窒素中で

急速凍結 した。次に、観察試料を凍結 したまま走査電子顕微鏡 (S-2400、日立

製作所 (株))の クライオユニットに導入し、真空内で割断した。割断面に付

着 した霜を昇華させるため試料ステージを-80℃付近まで上昇させた後、加速電

圧 2.OkeVで組織観察を行った。

実験結果

バレイショを0～5%エ タノール溶液で処理 した結果、エタノール濃度に比例して、

カットバレイショが硬くなる傾向が示された (図1)。さらに、5%エタノール処理 し

た細胞の周囲にはペクチン質が比較的多量に観察されたことから (図2、3)、エタ

ノール処理によつて可溶性ペクチン質の溶出が抑制され、バレイショ組織が強固に

( 2 )

( 3 )

(4)
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なることがわかった。しかし、製品か

らの離水は、エタノール処理によつて

改善されなかったので、さらに検討す

る必要があつた。

4 要   約

カットバレイショ加工にエタノール

溶液を使用すると、組織中のペクチン

が溶出することを抑制し、硬くなるこ

とが示された。

図2蒸 留水処理したカットバレイショの割断面

(a)200{音,(b)500i音

図35%エ タノール処理したカットバレイショの割断面

(a)200倍,(b)500倍

平成 16年 度の研究計画

カットバレイショの離水防止技術を開発 し、他の温野菜への応用を検討する。
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道産水産物 を原料 とす るペ ー ス ト状発酵食 品の開発 (H14-15)

企画調整部技術支援課 濱 岡直裕 富 永一
哉

食品開発部 田 中常雄

大堀忠志 (現・釧路水産試験場)

研究の目的と概要

北海道の年間漁業生産量は約 200万 トン弱であり、出荷額でも食料品全体の中で

は水産食品が最も多く、食料品全体の 3分 の 1を 占めるほど水産業の優位性がある

が、
一方では近年の価格の低迷や需要の落ち込みなどにより出荷額が減少する傾向

にある。スケ トウダラなど他の多獲性魚種においても従前の加工方法だけでは利用

量に限界があり、新規の加工方法による水産加工製品の開発が、漁港を持つ市町村

や漁業協同組合から期待されている。

本研究では本道における多獲性の魚種について、発酵技術を利用した新しいペー

ス ト状の発酵食品の製造方法およびその物性について試験を行い、加工にそれほど

適さない水産物の利用価値を向上させることを目的としている。

今年度は、仕込量を大きくして実用レベルでの製造方法を中心に検討 した。また、

仕込、発酵方法を再検討 し、最適な醸造条件を決定するとともに、発酵期間中の製

品内での菌叢の変化や成分の分析などを行つた。

【予定される成果】

。安価で利用価値の低い水産物を原料とした新規発酵食品の創出

試験研究の方法

原料魚には初年度に試験醸造したものからスケ トウダラを選定し、米味噌の仕込

計算方法を参考に、原材料の配合比率を算出した。仕込量は、 2-5 kgと して、小

仕込み試験を複数回実施 した。全ての試験区において、味口曽製造用米麹 (日本清酒

製)を 添加し、そこへ食塩 ((財)塩 事業センター製)ま たは深層水塩 ((有)ら うす

海洋深層水製)を 11%ま たは8%添 加 した。さらに発酵を安定させるため、予め2%

ポリペプ トンS、 5%塩 化ナ トリウム添加のYM液 体培地で前培養 した味噌用酵母

Zygosaθθttarα7/θθs r豚方を所定量添加 し、30℃の温醸庫で約 2ヶ 月醸造した。醸造

した発酵ペース トは定期的にサンプリングし、微生物数、成分分析等を測定すると

ともに、醸造終了後に官能試験を実施 して評価を行った。

実験結果

試験醸造したサンプルの食味、特に食塩の添加量による食味の差について、官能

試験により評価 した結果を表 1に 示す。塩分を下げた群では発酵が他の群より遅れ

たため香 りに難点が生じた。これにより官能評価が悪くなり、低塩の製品は現在の

一-28-―
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条件では難 しく、安定した発酵には或る程度の塩分が不可欠であることが改めて明

らかになった。深層水塩を用いた群では旨みを多く感 じる一方で外観のくすみが強

く、普通塩11%の群が妥当な製造法と考えられた。

試醸品中の酵母数について継時的に試験したところ、醸造初期においては順調な

増殖を示 し、その後 日数を経るに伴い死滅 した(図1)。またサンプリングの際にも

酵母の増殖に起因するアルコール臭も感 じられたことから、正常な発酵が進んでい

ることが推定され、本研究での製造法が妥当であることが推定された。

醸造終了後に試醸サンプル中のアミノ酸量を測定したところ、赤色みそに比べ大

差は見られないが、必須アミノ酸のメチオニンが多く、逆にヒスチジンが少ない傾

向が見られた。このアミノ酸量から食味等を特徴づけることは難 しいが、メチオニ

ンは動物の成長に必須なアミノ酸であり、栄養摂取の観点から良い食品であると考

えられた。
一方ヒスチジンは必須アミノ酸に準じて重要なアミノ酸であるが、アレ

ルギーに強く関係するヒスタミンの前駆体でもある。ヒスチジンが少ない点はアレ

ルギー性炎症の面からは有利な食品である可能性がある。これらの事から、大豆を

使用しない味噌様の食品として実用化 されることが多いに期待できる結果となった。

表1.官能評価

原料魚   使 用塩    塩 分 官台鼎 価 (5:自い～432～ 1:良くない)

香り  色 ・外観   味    組 成  総 合評定

スケトウダラ 普 通塩 11%

8%

3 0

2 7

2 6

2 8

2 6

31

2 9

2 8

４

２

深 層フk塩 11% 3 , , 6 3 0

/へ、、

◇ 酵 母
― E「 乳酸菌

0 、 、、、、ヽ、

0    10    20    30    40    50    60

醸造日数(日)

図1酵 母および乳酸菌の生菌数の変化

4 要  約

表2試 験醸造した発酵ペーストのアミノ酸分析
(mνlooめ
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３００

３５０

４０

‐９０

‐７０

‐００

３７０

‐７０

２２０

３６０

９。

０
８

０
７

０
６

　

０
５

０
４

０
３

０
２

０
１

鶴
＼
）輛
国
川

アミノ酸 lZ蹂 16三塁七
イソロイシン     121

ロイシン

リジン

メチオニン

トレオニン

バリン

ヒスチジン

アルギニン

アラエン

319

325

112

102

195

22

203

2 1 0

アスパラギン酸   184

グルタミン酸     290
グリシン       81

2年 間を通じ、スケ トウダラおよび小型ホッケ(初年度)を原料とする発酵食品と

して、魚醤油とは異なるペース ト状発酵食品の創出を検討 した。麹と酵母を添加す

ることで安定した発酵を実現させ、原材料の風味と麹の香 りを生かした新 しい味噌

様の魚肉ペース ト状発酵食品を製造することが可能であった。

―-29-一
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担子菌成分を付加 した機能性チーズの製造 (H15-16)

応用技術部機能開発科 渡 邊治

食品開発部畜産食品科 阿 部茂 川 上誠

研究の目的と概要

現在、我が国の健康食品市場の中で注 目を集めている食材の一つとしてキノコ類

がある。その代表例はアガリクス ・ブラゼイであり、市場規模は 250億円強、関連

企業は200社以上といわれている。他にもマンネンタケ、メシマコブ、ヤマブシタ

ケなどがあり、これらに共通するものはβ―グルカンなどの多糖類成分による免疫賦

活、抗腫瘍などの薬効型機能性である。さらに近年問題になっている活性酸素やフ

リーラジカルによる生体損傷についても、これら担子菌類はその成分中に抗酸化性

物質を含んでいるため、疾病予防に効果があるとされている。

本研究では担子菌類、特に最近話題 となつているカバノアナタケの抽出液、また

は乾燥粉末を配合することにより抗腫瘍、抗酸化性などの機能性をもつたチーズの

開発を目的とした。またその過程において各種成分の機能性を研究した。

【予定される成果】

。複合機能性 (抗腫瘍性、抗酸化性等)を もつたチーズの開発

・担子菌類の新たな市場開拓

試験研究の方法

(1)成分分析

定法に従ってカバノアナタケの水分、たんぱく質、脂質、灰分、炭水化物、主な

ミネラルの他、β一グルカンやリグニンについて分析した。

(2)抽 出成分の抗酸化性

カバノアナタケまたは各種硬質系担子

菌類の乾燥粉末から水溶性成分を氷冷―

100℃、1-4時 間で抽出し、真空凍結乾

燥機 で粉末化 した ものを試料 として

DPPH法 により測定した。項 目としては、

各硬質系担子菌類との比較、抽出温度に

よる比較、抽出時間による比較を行つた。

′ヽ ノ

分 析  値成

実験結果

(1)成分分析

結果は表 1の とおりである。硬質系の

ためたんぱく質、脂質が少なく、炭水化物

水   分

灰   分

タンパク質

脂   質

炭水化物

カルシウム

ナ トリウム

カリウム

エネルギー

13.2      g/1oog
10.l      g/100g
2.4      g/1oog
2.4      g/100g

71.9      g/100g
61 0     mg/100g
21 9     mg/100g

2980.3     mg/100g

159 4   kca1/100g

3 2 . 6

1 2 . 0

リグニン

―-30-―
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的なのはミネラルのうちカリウムが多いことである。

(2)抽 出成分の抗酸化性

種類別については表 2、 抽出歩留まりについては表 3、 抽出温度別については表

4、 抽出時間別については表 5の とお りである。種類別ではメンマコブの値が一番

強く、カバノアナタケが続く形になっているが、抽出歩留まりがメシマコブで約 3%

であるのに対してカバノアナタケは約 18%(100℃ 、2時 間)で あつた。結果として

カバノアナタケの方が煎じて飲むことを考えると効率よく有効成分を摂取すること

が出来ると言える。また温度の影響では温度が高いほど、時間の影響では長いほど

抗酸化性が強くなつていた。これはカバノアナタケのもつ抗酸化性の活性中心成分

の抽出効率がこの抽出条件で低いためもしくは難水溶性であり、さらにたんぱく質

ではないことを示唆している。これより、その活性中心はSOD(ス ーパーオキシ

ドディスムターゼ)で はなく水溶性 リグニン等のポリフェノール系の成分であると

考えられた。

カバノアナタケ

メシマコブ

アガリクス

ヤマブシタケ

マンネンタケ

ツリガネタケ

熱 水

65℃

2 5°C

氷冷下

1 5 . 4

1 0 . 8

246 1

184 5

80.0

18 2

1 4 . 3

3 1 . 3

42 8

56.8

18.2

3 . 0

2 1 . 2

14 8

3 . 4

3 . 3

19.2

1 4 3

13 7

カバノアナタケ

メシマコブ

アガリクス

ヤマブシタケ

マンネンタケ

ツ リ

1時 間

2時 間

4

料

4 要   約

カバノアナタケは他の硬質系担子菌類と比較して高い抗酸化性を示 しており、機

能性が期待できる。ただしカリウムを多く含有しているなど、利用において留意す

べき点もある。

平成 16年 度の研究計画

抽出液の機能性 (抗酸化性、抗腫瘍性等)を 引き続き調べるとともに、抽出液の

機能性を付加したチーズの製造を行 う。

熱水、 2時 間抽出液の凍結乾燥品使用 熱水、 2時 間での抽出

―-31-―
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野菜 ・果実発酵飲料用有用微生物の探索 ・育種  (H15～ H16)

食品バイオ部バイオテクノロジー科 八 十川大輔 中 川良二

研究の目的と概要

近年、食品の機能性、安全性に対する消費者の関心は非常に高く、中でも乳製品

をはじめさまざまな食品で用いられた乳酸菌の保健機能については、整腸機能、免

疫力増強機能等が世界中で注目されている。
一方、道内食品企業などから、現地技

術指導や相談業務を通じ、野菜 ・果実を原料とした新規食品開発や余剰産品および

規格外品を用いた新商品開発に対する要望が寄せられている。

これらのことから、本研究では道内の野菜 ・果実を原料とした新たな発酵飲料/

食品を開発するための乳酸菌の検索および育種を行 う。

【予定される成果】

。保健機能を有する新規の野菜、果物発酵飲料および調味料の開発

試験研究の方法

道内で市販されている野菜発酵食品、飲料から乳酸菌の探索を行つた。また、野

菜や果物からの直接分離も試みた。BCP加 プレー トカウン トアガール (日水製薬)

および 1%炭 酸カルシウム加 MRS寒 天培地を平L酸菌の分離 。選択培地として用い

た。BCP加 プレー トカウン トアガールは培地の黄変で、1%炭 酸カルシウム加 MRS

寒天培地はハロー形成で選択した。

長島らりの方法で 16S rRNA遺 伝子の塩基配列を解読し、インターネットで

NCBI(National Center for Biotechnology lttfo....ation)のデータベースと照合

(Nucleotide―nucleotide BLAST)することにより菌株の同定を行つた。

生理 ・生化学的性状は、主にAPI CHキ ットを用いて分析 した。

実験結果

分離した乳酸菌の遺伝子解析の結果、Lθ口θ錮o5jοθ(粥“口 , 7elisseffa para―

m“ αttιer鋭ご“, Laαめaa″usfr口/」i7oraコs, Lわ.Para■Jガ , 五わ.“seJiまたは

二わ.paracas」: 五b.膨歯θ, Zθ口θ.コθSer2ιer鋭縫s subsp.2θま現ιenご “ およびそ

れぞれの近縁種に帰属される菌株などが分離された (表1)。

これらの菌株について、生理 ・生化学的性状を検討 した。その結果、これら乳酸

菌は表 2の 菌株に帰属された。同定精度 (%)は 、同一
種である確率、T値 は標準

菌株との一致の指標で、T=1.00が完全一致、T≦0.25は信頼性に欠ける結果、とさ

れている。相違試験項 目数は、標準菌株 と異なる性状を示した項 目数を示 している。

菌株 3お よび 7に ついては、顕微鏡観察の結果、Lθ口θ.dt“囲 および五θ口θ.

―-34-―
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122θS“terOidesとそれぞれ判断した。 ま た、菌株 1は 、L‐乳酸のみを生成するホ

モ発酵型で、15℃で増殖 し、45℃では増殖不能の中温性であった。

表 1.分 離 した7L酸菌の 16S rRNA遺 伝子を用いた菌株同定

菌株# 推定された菌株 Q ) / ( B ) = 一致率 (% )

1 ',b. casei 438/ 439= 998ツ

2 Lb Para■θ力′′ 404/ 414= 976ツ

cttteum 306 // 308 = 994%

4 ,V. parmesentercidel 319 / 328 = 973%

',b. fructi'orans 330// 331 = 997%

Lわ sa■e 340/ 343= 991%

7 ',. nesenteroides 322// 322 = 1000%

(D:一 致した塩基数、(B):比較した塩基数

表 2.生 理生化学的性状を利用 した菌株同定

菌株 # 推定 された菌株 同定精度 (%) T 相違試験項 目激 備  考

1 Lb. paracavt 1

2

ιら わ"ε力″θ′′ 1

ιb b“:,θ l

Lb. cellobiosus l

3

Leuc. citrevn 球菌 で あれ ば

ιb brF●Is 059 拝菌 で あれ ば

lcuc. mesenteroides 6

4
99(

Lb. brer.is 01 025

5
Lb. l'ructivorans l

Lb. delbrueckii l

6

Lb. cellobiosus 043

Lb. lbrmentrun 6

ク ルθ″F

7
1 球菌 であれ ば

ιι bra,た 055 4 埠菌であれば

T値 は、標準菌株からの乖離の指標で、T=100が 完全一致

4 要 約

北海道内で生産、販売されている野菜発酵食品、飲料、および原料 としての野菜

から、乳酸菌の分離同定を行つた。その結果、試験 された 7菌株を含むいくつかの

乳酸菌が分離でき、一部について生理 ・生化学的な解析を行つた。

5 平 成 16年度の研究計画

農産物(野菜 ・果実)発酵食品や醸造に有用な乳酸菌の更なる探索 ・分離を行 う。

分離 した乳酸菌の遺伝学的、生理 。生化学的分析等を行い、変異処理による育種を

行 う。また、原料 との適性(相性)を評価 し、試作を行 う。

*)Nagashilna,K.et al.A si】 nple and sensidve polymerase chain reaction lnethod for the detection of

food―related bacteria.,′bοd Sd_2θ 力″ダ ″θs 6.115‐118(2000).

―-35-―
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乳 酸 菌 を利 用 した発 酵 豆乳 製 品 の 開発 と機 能性 の評 価  (H15～ 16)

食品バイオ部バイオテクノロジー科 中 川良二 人 十川大輔

応用技術部 長 島浩二

研究の目的と概要

大豆は、北海道にとつて国内生産量の約 20%を 占める主要な農産物である。

とくに、道産大豆は高品質であるとの認識がなされていることから、高付加価

値製品の開発が期待 され、地域の特産品づ くりや需要拡大のための豆乳や豆腐

の新商品開発に関するニーズが企業や地域から寄せ られている。

我々はこれまでにヒ ト腸管由来細胞 CacO-2に 対 して高い付着性 を持ち、且

つ大腸菌 0-157の Caco-2細 胞への付着抑制効果を有する乳酸菌を漬物から分

離 し、ラク トバチル スプ ランタラム HOKKAI D O (以 下、HOKKAI D O株 と略す)と

名付 けた。

本研究では、当該乳酸菌の さらなる機能開発 に向けた展開 として、高い機能

性 を有す る大豆 と HOKKAI D O株 を利用 した豆乳製品を開発す ると共 に、 この食

品の健康 ・保健機能について検討す る。

【予定される成果】

・バイオ技術による大豆および豆乳の高付カロ価値化

。地域資源を利用 した新 しい健康 ・保健用食品の開発による地域の活性化

試験研究の方法

豆平Lに HOKKAIDO株 を接種 し、35℃で 14日 間置き、その間に pH、乳酸菌数、

ラフィノースシリーズオ リゴ糖含量を測定 した。平L酸菌の人工胃液耐性は、菌

体培養液に 4%ペプシン溶液 lmlを 添加 し、6N塩 酸で pHを 3.0あ るいは 2.5に

調整 し、全量を滅菌水で 50mlに したものを 37℃で 1,2,3,4時 間反応 させ、

生菌数を測定することで調べられた。人工腸液耐性は pH3.0で 3時 間処理 した

人工胃液反応物 1.5mlに25%パンクレアチン液 0.5ml、無菌濾過 した胆汁末液 3ml

を添加 し、37℃で 8,23,27時 間反応 させた後、生菌数を測定することで調ベ

られた。

実験結果

市販の豆乳に HOKKAIDO株 を添加 して発酵 させ ると、ヨーグル ト様の酸味のあ

る製品が出来る (写真)。図 1か ら2に 示 したように、この製品の pH、乳酸菌

数から、迅速且つ十分に発酵 していることが明 らか となつた。また、大豆には

ラフィノースシリーズオ リゴ糖が多く含まれてお り、オ リゴ糖はビフィズス菌

増殖活性を有 している。納豆や味噌、醤油な どでは分解 されてお り殆 ど含まれ
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ないが、本菌で製造 した豆乳 ヨーグル トでは、これ らのオ リゴ糖は図 3に 示 し

たように当初の量が変わらず残っている。 このことは、本発酵豆乳がビフィズ

ス菌の増殖効果を持つことを示唆 している。現在、この乳酸菌 とそれを用いた

発酵豆乳の製法について特許出願 している。

次に、HOKK A I D O株が人の腸内まで生きたまま到達す るか どう

に消化液耐性 を測定 した。食事中の胃内は pH3～5で あ り、消

化物が十二指腸に移送 され るのに約 2時 間かか る。図 4に 示

したよ うに、HOKK A I D O株 は pH 3で4時 間まではほぼ 100%生

存 していた こ とか ら、比較的高い人工 胃液耐性 をもつ こ とが

示 された。
一方 、腸管内の胆汁濃度 は最高値 で 2%(胆 汁末濃

度で 0.2%に相 当)で ある。図 5に 示 したよ うに、HOKK A I D O株

は 0.4%胆汁末存在下でも対照と同様の増殖曲線を示 し、高い胆汁耐性を持つこ

とが示 された。従つて、HOKKAIDO株は消化液耐性を持ち、生きたまま腸に到達

し、整腸作用などの機能性を示すと考えられる。
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要約

HOKKAIDO株は生きたまま腸に到達することができること、また、本菌で製造

した豆乳 ヨーグル トはラフィノースシリーズオ リゴ糖を豊富に含有 し、ビフィ

ズス菌を増殖 させる効果を持つことが示唆された

平成 16年度の研究計画

。発酵豆乳摂取によるヒト糞便中の乳酸菌および ビフィズス菌の変化を調べる。

・幾つかの発酵豆乳製品の試作を行 う。

かを調べ るため

写真 豆乳ヨーグルト

pH2.5
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寒冷地に最適な新規乳酸菌による優良道産ワインの安定醸造  (H13～ 15)

食品バイオ部発酵食品科 橋 渡携 田 村吉史

研究の目的と概要

北海道産のブ ドウは、その冷涼な気候により酸味が強いため、道産赤ワインの醸

造において、ワィンの減酸は品質向上のための重要な工程である。減酸方法として

は、酸味の強いリンゴ酸を、乳酸菌によって酸味の柔らかい乳酸に変換する減酸発

酵 (マロラクティック発酵;MLF)が効率よく安全な方法である。北海道ではその冷

涼な気候ゆえにMLFが起こりにくいといわれているが、実際には原料や樽などに存

在すると考えられる乳酸菌によって、自然発生的にMLFが進行 している場合が多い。

しかし、この時 MLFを生起している乳酸菌種については、まだ明らかにされている

とはいえず、MLFの進行も自然発酵に任せている状況にある。

そこで、北海道産赤ワインの品質をより安定 ・向上させることを目的として、MLF

に関与する乳酸菌の中から、寒冷地に適応 した減酸能力のある乳酸菌を選択 し、その

乳酸菌の性質やその他の微生物との関わりなどについて明らかにした上で、実際のフ

イン醸造において利用 ・管理する。

昨年度は、一昨年度分離 したMLFに関与する乳酸菌株について、寒冷地でのMLF

により適した菌株を選択するために、その諸性質を検討した。本年度は、その結果

を踏まえて、実際の赤ワインヘの添加試験を行い、その添加効果について調べた。

【予定される成果】

・北海道産赤ワイン醸造におけるマロラクティック発酵の工程管理

・北海道産赤ワインの品質の向上 。安定

試験研究の方法

供試菌株は、池田町ブ ドウ 。ブ ドウ酒研究所により製造された、2000年産ツバイ

グル トレーベ種ブ ドウを原料 とした赤ワイン(00ZW)から分離 した乳酸菌株を用いた。

09ZWからは 20株 を分離 。同定し、16 S rDINAの部分塩基配列が異なる3種類の菌株

が得られている。今回の試験には、これまでMLFの主発酵株 となつた 2種類の菌株

(Type I、Ⅱ)より無作為に選んだ 2株 (Tl、T2)を用いた。また、コン トロールとし

て、クリスチャンハンセン社の市販株についても同様の試験を行つた。冷凍保存株

を解凍 ・復元培養後、アルコール、低 pH、リンゴ酸への馴化を考慮した前培養を行

つた。前培養で増殖 した菌株を、MLF前の実際の赤ワインヘ添カロした。培地となる

ワインは 2002年産ツバイグル トレーベ種ブ ドウを原料とした赤フイン500mlに、

生菌数が 7×107個/mlになるように添加 した。乳酸菌無添カロ区をブランクとして用

意 し、15℃嫌気培養 した。培養 日数に応 じて適宜サンプリングし、生菌数、pH、

L―リンゴ酸量、L―乳酸量を測定し、3株 のリンゴ酸発酵能を比較検討した。
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実験結果

試験開始後のL―リンゴ酸量とL―乳酸量の変化を図 1に 示す。乳酸菌無添加区(BL)

では、MLFは生起しなかったが、乳酸菌添加区では、供試株 3株 ともにMLFの進行

が確認され、乳酸菌の添加効果が示された(図1)。 しかしながら、各株の進行速度

には差が認められ、Type I株(Tl)は、ほぼ 1週間で MLFが終了し、その進行速度

は、コン トロールの市販株 (CH)と同等の進行速度であった。

一方、Type Ⅱ株 (T2)は、試験開始当初はTl、CHよ りは遅かったが、MLFが進行

していた。 しかしながら、開始 2週 間後より徐々にMLFの進行速度が落ちていき、

終了までに約 35日 を要し、Tl株 とT2株 を比較 した場合、Tl株 の方がリンゴ酸発

酵能が高いことが示された。

Tl株 が市販株 と同等のリンゴ酸発酵能を示 したことより、今後さらに実際の醸

造現場に近づけたスケールでの添加試験を行い、その添加効果およびスケールア

ップした場合の添加乳酸菌の培養方法、添加方法などについて、検討する必要が

ある。

一 BL―mal

― Tl・Ma:

― T2-Mal

―H■トーCH―Mal

― BL―Lac

― Tl―Lac

― T2・Lac

…■コーーCH―Lac

day

図 l L― リンゴ酸量および L―乳酸量の変化

4 要   約

2000年池田町産赤 ワイン (ツバイグル トレーベ種を原料 とする)よ り分離 した

乳酸菌株 より、種類の異なる 2株 (Tl、T2株 )を選択 して、実際の赤ワイン介の添

加試験を行つた ところ、Tl株 の方が T2株 より高 く、市販株 と同等の MLF能 を示 し

た。今後 さらにスケールアップ した添加試験を行い、その効果を確認する必要があ

る。
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農産未利用資源の機能性解明と機能性食材の開発 (H14～ 15)

食品バイオ部発酵食品科 田 村吉史 橋 渡 携

企画調整部技術支援課 佐 々木茂文

研究の目的と概要

多くの食品工場において農産物の加工に伴い残澄が発生し廃棄されている。また、

加工適性が低い原料も同様に廃棄されている。近年、これら様々な農産未利用資源

に健康機能性成分が含まれていることが調べられ、その有効成分の食品への利用が

検討されている。本研究では、加工残澄 として廃棄される種子、果皮等に含まれる

機能性成分を有効に利用する方法を検討 した。昨年はヒマワリ種子の搾油残澄に関

して検討を行った。本年はアン トシアニンなどの機能性成分を多く含んいるアロニ

ア加工残澄の利用について検討 した。アロニアは北方系の小果実で大滝村、富良野

市、旭川市そして江別市でおもに生産されてお り、現在はジュース、ジャムそして

菓子類へ加工されている。そのほかワイン、食酢などへの検討も行われている。ア
ロニアの加工残澄は主にジュース、フィン、食酢の搾汁カスで、果皮と種子である。

これらにはアン トシアニンなどのポリフェノール成分が多く残っている。各残澄の

ポリフェノール量、DPPHラ ジカル消去活性を測定し、これらのパンヘの利用を検

討 した。

【予定される成果】
。農産未利用資源を利用した高付加価値化食品の開発
◆農産未利用資源の有効利用

試験研究の方法

果実に 10%の水を混ぜ粉砕加熱 した後、果汁を分離 した物をジュース残澄、果

実に加水加糖後粉砕 し酵母添加してアルコール発酵させた後、フインを分離 した物

をワイン残澄、アルコール発酵後酢酸菌を添加し酢酸発酵させた後、ビネガーを分

離 した物をビネガー残澄とした。各残澄は乾燥粉砕後、各試験に供 した。パンの作

成は標準的な混合割合に準じ、ホ‐ムベーカリーを用いて行った。ポリフェノール

量はフォーリン ・デニス法を用い、タンニン酸を標準液 として検量線を作成 しタン

ニン酸相当量として定量 した。DPPHラ ジカル消去活性の測定は o.5mNIの DPPH

含有エタノール溶液にエタノール 2mlと 0.lM酢 酸ナ トリウム緩衝液 2mlを 加えた

反応液を37℃ で 30分 間インキュベー トした後、517nmの 吸光度を沢1定した。試料

は酢酸緩衝液に添加して測定に供 した。

実験結果

各残澄のポリフェノール量を図 1に 示 した。残澄中のポリフェノール量はジュー

ス残澄が最も大きく、フイン残澄 とビネガー残湾はほぼ同程度であった。果実中に

含まれるポリフェノールはアルコール発酵中に溶液部分に移行 しているものと推定
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される。 しかしながら、これら残澄に含まれるポリフェノール量は、果実の作柄に

よる変動が大きい事に注意 しなければならない。ビネガー残澄を配合したパンに含

まれるポリフェノール量と DPPHラ ジカル消去活性を図 2に 示 した。ビネガー残

澄の配合量が増えるとパン中のポリフェノール量が上昇 し、それに伴い DPPHラ

ジカル消去活性が上昇することが示された。また、配合量が増えるに従いパン自体

の色が自から濃い紫色へと変化 し、アロニアの風味が上昇した。残澄無添加パンと

比較すると、残澄配合パンは 1%の添加につき約 20mg/100gのポリフェノールが増

加し、2%水溶液による測定で DPPHラ ジカル消去活性は約 4%上 昇した。アロニア

残澄を配合 したパンはポリフェノール量及び DPPHラ ジカル消去活性が通常のパ

ンよりも高くなり、食味も良く機能性が付与されたパンとなった。
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要約

アロニアの残湾に含まれるポリフェノールの量と DPPHラ ジカル消去活性を測

定し、これらを有効に用いたパンの製造を検討 した。残澄中には多くのポリフェノ

ールが含まれることから、パンヘ残澄を配合するとポリフェノール量と抗酸化性が

上昇した。食味も良く機能性を付与したバンとなつた。
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機能性お よび うま味成分 を増強 した水産食品素材 の開発  (H14～ 15)

食品バイオ部発酵食品科 吉 川修司

食品開発部農産食品科 太 田智樹

食品開発部水産食品科 田 中彰

1 研 究の目的と概要

水産物を原料としたうま味素材 (魚醤油など)は 、エスニック料理のブームなどで

消費が急速に拡大してお り、需要量は増加 し続けている。 しかし、輸入品や国産の従

来製品の多くは魚臭さが強く、うま味が十分引き出されていない。

一方、魚醤油に対する消費者ニーズからは機能性成分など健康性の他に、うま味が

強く、しかもクセのない調味料が求められている。北海道の豊富で新鮮な食材を用い

てこのような食品が開発できれば、市場競争力の高い製品が提供できると考えられる。

以上のような観′点から、本研究では機能性成分およびうま味を増強した新規な水産

食品素材を開発することを目的とし、本年度は試作品と従来の魚醤油および醤油につ

いてアミノ酸組成を比較するとともに、DPPHラジカル消去活性について検討 した。

【予定される成果】

・機能性を有する食品素材の開発

・うまみを増強した食品素材の開発

試験研究の方法

原料のシロサケは日高産のCブ ナを用いた。大麦麹、米麹、醤油用種麹、耐塩性乳

酸菌および耐塩性酵母は (株)ビ オックより入手したものを用いた。ダッタンソバ麹、

ソバ麹はダッタンソバ粉およびソバ抜きを蒸煮後に常法により製麹した。

細切 したシロサケをチョッパーによリミンチ状にし、原料の20%重 量の塩、および

麹を加えてよく混合 してモロミとした。モロミを35～40℃で 3ヶ 月発酵した後、遠心

分離 して得た液体を85℃30分加熱後、1%量 のセライ トを加えてよく撹拌 し、放冷後、

吸引濾過 して試作品を得た。

遊離アミノ酸組成は試料にエタノールを加えて除タンパク後減圧乾燥 し、0.02N

塩酸に溶解 したものを試料として全自動アミノ酸分析計で測定した。

ラジカル消去活性は宮下らの方法 (日水誌 ;65巻p488)に 従って行った。エタノー

ル2mlと0.lM酢酸ナ トリウム緩衝液 (pH5.5)に溶解 した試料2mlに0.5mM DPPH(1,1

-Diphenyl-2-picrylhydarazil)エタノール溶液lmlを加えて混合後、37℃で30分間加

温 した後、517nmの吸光度を測定した。DPPHラジカル補足能は試料のかわりに緩衝液

を用いたものを対照として算出した。

実験結果

試作品のアミノ酸組成を魚醤 (ナンプラー)お よび醤油と比較 した (表)。 試作品
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は魚醤および醤油に比ベアスパラギン酸、グリシン、リジンが多く含まれていた。試

作品が両者に比べて甘みを感 じるのは、甘味を呈するグリシンを多く含むことによる

と考えられた。また、試作品には他者にほとんど含まれないジペプチ ドであるアンセ

リン (β一アラニルー1-メチルーL―ヒスチジン)を 含んでいた。アンセリンはコク味

を与えるとの報告があり、付加価値を高める上で有効であると考えられた。

表 試 作品と魚醤および醤油の主な遊離アミノ酸  次 に様々な麹を用いて発酵させた試作

望 100ml) 品 のDPPHラジカル補足能を醤油および魚
アミノ酸     試 作 品  醤 油  魚 醤

タウリン 0.11     001

アスパラギン酸  062  0.19
セリン 0.40     0.41

グルタミン酸    0.88   1.22
グリシン

アラニン

リジン

アルギニン

プロリン

アンセリン

総量

醤 と比較した (図)。 その結果、試作品

はいずれの麹を用いたものも魚醤に比べ

て4倍 以上の補足能を示 した。特にダッ

タンソバ 麹を用いたものは魚醤の約 6倍 、

醤油の約 1.5倍のラジカル補足能があっ

た。このように使用する麹の種類を変え

ることで、機能性の増強が可能であつた。

今後は発酵条件の検討ならびに ACE

阻害活性測定などに取 り組む予定である。

0.52     0.28
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品と魚醤および醤油のDPPHラ ジカル補足能

4 要  約

シロサケCブ ナを原料 とした水産発酵調味料を試作し、魚醤ならびに醤油とアミノ

酸組成およびDPPHラジカル補足能を比較した。試作品は両者よりもアスパラギン酸、

リジン、および甘味のあるアミノ酸であるグリシンの他に、コク味を与えるとされる

アンセ リンが多く含まれていた。DPPHラジカル補足能は魚醤に比べ 4～ 6倍 高く、特

にダッタンソバ麹を用いた場合に補足能が最も強化された。

図

一 大麦麹
0ダ ッタンソバ麹
‐ 米麹
一 ソバ麹
美 魚醤
→←醤油
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発酵食品中の香気物質に関する研究 (H13～15)

企画調整部技術支援課 富 永一
哉 濱 岡直裕

応用技術部機能開発科 柿 本雅史

研究の目的と概要

醤油や味噌の香 りの骨格をなす物質フラノンは、カラメル様の香気と高い抗酸化

活性を持ち、抗腫瘍活性を初めとする生体に対する機能性も有する物質として注目

されている。今までに多くの研究者により、様々な発酵食品の中にフラノンが発見

されている。当研究室では、平成 10～12年度に渡 り中小企業庁の研究補助を受け、

味噌 。醤油、発酵乳製品、ワイン等について、熊本県及びスコットランドの 2研 究

機関と共にフラノンの共同研究を行つてきた。その結果、ヨーグル ト及びワインの

製造において、このフラノンが発酵工程で微生物の活動によつて増加することを明

らかにし、それぞれの製品中でフラノンの 1種 、 ハ イ ドロキシ 。ジメチル ・フラノ

ン (以後 HDMFと略称する)を 増強する方法を確立した。

この研究の成果をより広範囲で実用化 し、さらに他の発酵食品におけるHDMF存在

を検討するため、本研究を開始 した。ビール及び発泡酒の分析においては、ある種

の市販品の中に HDMFが 含まれることが分かつた。ヨーグル トの製造においては、

現場での製造への HDMF増 強技術の適正化を図ると共に、価格の高い副原料を添加

しない製造方法を検討 した。

【予定される成果1

・発酵 ・醸造製品の高付加価値化

。新規食品の開発

試験研究の方法

市販されているビター 。タイプのビール及び発泡酒数種について、定法によリフ

ラノンの分析を行った。即ち、消泡処理後の試料 2gに対 して NaClを 2g添加 し、

最初 1.5ml、その後 1.Omlで4回 酢酸メチルにより抽出操作を行い、抽出されたフ

ラノンをガスクロマ トグラフ質量分析計により定量した。なお、内部標準としては、

n―デカノールを用いた。

ヨーグル トの試料では、原料である 10%の スキムミルク溶液に対して 2%の ガラ

ク トースを加えたもの、加えなかつたものの 2種 を調製 した。原材料は 85℃と65℃

の 2つ の温度で、達温後 15分 間殺菌 した。都合 4つ の試験区の何れ も、

二aθιθbaθゴffys ttθf/θιゴθυs Bl及 びS`rω ιθθθθυs ι力Эrmの周fυs 510の 2カ朱を混合

スターターとして原料の 3%量 用い、43℃、12時間で発酵 した。
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実験結果

ビール及び発泡酒の分析においては、市販のものの中にHDMFが含まれることが分

かつた。また、製法上から麦芽含有率が少ないと思われる発泡酒は、HDMFの含量も

少なかった (表)。共同研究を行つていたスコットランドの研究者が明らかにしてい

るが、ビールの場合、焙煎を強く行つた麦芽を原料 とする製品のみに著量の HDMF

が見られる。工程上でフラノンの含量を増やすには焙煎工程を改善する必要があり、

製麦を行 うことは新規の設備投資が必要となるため、現実的ではない。このことか

ら、原料麦芽に遡った試験によリフラノンの前駆体量の多い原料を探す必要がある。

ヨ‐グル トの試作においては、ガラク トースを添加して高温で殺菌する製造方法

で作つた製品が 0.3ppmの HDMFを含むのに対 して、他のものではHDMF量 は痕跡量程

度であった。香りの点で興味深い製品とはなりうるが、高温での殺菌が設備的にか

なり困難で、さらに副原料となるガラク トースの価格がネックになることが分かつ

た。このことから、差別化できる製品として、糖添加をしないで製造する方法を検

討 した結果、図には示 していないが前駆体の生成が観測され、HDMFが増強される可

能性が確かめられた。

表 ビ ール及び発泡酒中の HDMF

生産者 HDMF』き (ppm)

A 0.2

B 0.1

C n . d .

D 0.1

E n . d .

A, 3及 び Eは ビール、 C, Dは

発泡酒、n.d.は測定限界以下

存在することを示す

4 要  約

市販のビター ・タイプのビール及び発泡酒数種について HDMFを分析 した結果、分

析可能な程度の HDMFが含まれることが分かつた。ヨーグル ト製造者においては、技

術の普及にとつて障害となりうる副原料の価格等の問題点を克服するため、製造技

術を改善したところ、副原料を用いない方法に可能性があることが分つた。
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海 藻機 能性 多糖成分 を活 用 した生活習慣病 予防飲 料 の開発 (H15)

食品開発部農産食品科 大田智樹

食品開発部水産食品科 田中彰

食品バイオ部発酵食品科 吉 川修司

研究の目的と概要

北海道には昆布をはじめとした豊富な海藻資源があり、それらは国内食品産業の

重要な原料 となっている。最近、海藻の健康機能を活かした食品開発が飲料製品を

中心として活発に行われ、その市場は急速に拡大してきている。 しかし、本道にお

いてこのような海藻の高次利用例は少なく、活発化する健康食品市場への競争力が

極めて低いのが現状である。 したがつて、地域産品の活用法やアピール性を高度化

し、さらには本道食品産業を高収益型へと転換するためにも地場資源の機能性を活

かした研究開発が強く求められている。以上のことから本研究では海藻に含まれる

機能性の高い多糖成分、特に紅藻の一種であるフノリに由来する酸性多糖成分 (フ

ノラン)に 注目し、それを活用した生活習慣病予防機能に優れる飲料の製品開発を

目指した。

【予定される成果】

・海藻機能性多糖成分を活かした生活習慣病予防飲料の商品化

試験研究の方法

(1)フ ノリ機能性多糖成分の抽出条件の検討

フノリは (株)海 苔の田畑より供与された乾燥フノリをクロスビーダーミル (0.5

μmメ ッシュ)で 粉砕 し、粉末化 したものを用いた。抽出条件はフノリ粉末に蒸留

水を加えたものについて、粘度に及ぼす有機酸の種類、添加濃度、加熱温度および

時間について検討を行つた。

(2)フノリ機能性多糖成分 「フノラン」の分離 ・精製と含量の測定

フノリに含まれる機能性多糖であるフノランを分離精製 し、含量の測定を行つた。

フノランは粉末フノリから加熱抽出した粗多糖抽出物から5%塩 化セチルピリジウ

ムを用いる方法により分離 し、プロテアーゼ分解処理後、4倍 量のエタノールを加

えて多糖沈殿を得ることにより精製 した。精製 したフノランは45℃で乾燥 し、重量

を測定した。

(3)フノランを活用した飲料の試作と保存性の検討

飲料の試作は、1お よび 2%濃 度のフノリ抽出物を用いて、種々有機酸や糖の添

加濃度を検討するとともに、風味付けとして梅およびゆず果汁を添加 したものにつ

いて官能評価 した。また、保存性は 1%フ ノリ抽出物に対し、ゆず果汁 1%を 加え

たものについて冷蔵下 (10℃)で 、0、2週 間、1、2、3ヶ 月間保存 し、
一般生菌数

と大腸菌群を測定することにより検討 した。
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実験結果

フノリは機能性多糖 「フノラン」をは じめ、高粘度を有す る多糖を多 く含んでい

る。 このためフノランを抽出す る際、この高粘度によつて抽出効率が大きく低下す

る。また、このような高粘度の抽出物は飲料 として利用 しにくく、より低粘度に改

良する必要があつた。そこで、本研究では粘度低下を図るため、通常食品加工で用

い られる有機酸添加により酸性下での加熱による粘度変化を検討 した。その結果、

用いた有機酸はいずれ も添加量 0.05%以 上でフノ リ抽出物の粘度が大幅に低下 し

た (図1)。特にクエン酸、酢酸では少量で pH低 下効果が高く、添加濃度 0.1%で

ほぼ水 と同程度の低粘度化が可能であった。低粘度化における温度および加熱時間

はクエン酸 0.5%添 加時で、80℃以上の温度で 90分 以上加熱が必要であることが明

らかとなった。なお、本抽出条件下におけるフノランの収率は約 26%で あ り、抽出

液 100ml当た りで 260mg含有 していた。また、保存性の検討では冷蔵 (10℃)で 3

ヶ月間は品質的には全 く問題ないものであった。以上のような抽出条件により、製

造 。生産方法を確立 し、さらに飲料 としての味覚や風味付けを詳細に検討 した結果、

飲み味のすつきりした健康イメージの高い商品 (商品名 :ふの り美人 50ml入 り)

を開発 した (図2)。

― アスコル ビン酸

哺ト クエン酸

■‐酢酸
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１

図 1

0     0。 2    0 . 4     0 . 6

添加濃度 (%)

フノリ抽出物の粘度に及ぼす有機酸添加の影響

図 2 商 品化 したフノリ健康飲料

「ふのり美人」

4 要   約

紅藻の一種であるフノリの機能性多糖成分 (フノラン)を 抽出 し、健康機能に優

れた飲料の製品開発を試み、健康イメージの高い飲料 (商品名 :ふの り美人 50ml

入 り)を 商品化 した。

(重点領域特別研究)

共同研究機関 北 海道大学大学院農学研究科 (株)海 苔の田畑 (株)ケ ルプ研究所
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ホタテ貝殻未利用資源 の有効利用 に関す る研究   (H14～ 16)

応用技術部機能開発科  柿 本雅史

企画調整部技術支援課  濱 岡直裕 富 永一哉

食品バイオ部 本 堂正明

応用技術部プロセス開発科  清 水英樹

企画調整部総務課 河 野慎
一

応用技術部 熊 林義晃

研究の目的と概要

北海道内では、年間 20万 トン以上のホタテ貝殻が食品加工の副産物 として発生

している。 しかし、貝殻の半分近くは未利用な資源であつたため、これらに付加価

値を与え、有効な資源 として活用することが課題であつた。本研究は、ホタテ貝殻

を有効活用するために、食品素材、工業資材 としての利用技術に関する研究を産学

官 6機 関の連携により実施 している。当センターでは、ホタテ貝殻カルシウムの食

品分野における用途拡大 ・高付加価値化をめざし、食品に対する抗菌 。日持ち向上

効果や食品添加物としての利用について検討 している。

【予定される成果】

・ホタテ貝殻のカルシウムを有効活用した食品素材の開発 と用途拡大

。焼成したホタテ貝殻カルシウムを利用した非加熱殺菌技術の開発

試験研究の方法

1)食 品を変敗させる酵母に対する最小生育阻止濃度 (MIC)の 測定

培地中の供試菌に所定濃度の抗菌性物質を添加し培養 した時に、抗菌性物質が菌

の増殖を阻止する最小濃度を求めることで、抗菌性物質の抗菌力を沢1定した。

抗菌性物質の試料には、ホタテ貝殻を高温で焼成 し、微粉末化 したホタテ貝殻カ

ルシウム製剤 (北海道共同石灰製、以下ホタテ Ca)を 用いた。供試菌株には、食

品の製造工程や製品中でアルコール産生やガス発生することで食品を変敗させる酵

母 3菌 種を選定した(表)。グルコース ・ペプ トン液状培地 (日本製薬製)に 、所定

濃度のホタテ Caと 前培養 した供試菌を添加後、30℃ で 48時 間振とう培養 し、最

小生育阻止濃度 (MIC)を測定した。抗菌性物質の対照には、試薬用のCa(OH)2、CaO

(共に99,9%、 和光純薬工業製)を 使用した。

2)ホ タテ Ca溶 液の pHと 大腸菌に対する殺菌効果の検討

pH9～ 13の範囲で任意の pHに なるようにホタテ Caを 生理食塩水に溶解 し、

フィルター滅菌後試料溶液 とした。前培養 した大腸菌を試料溶液に接種 し、10、30

分間後に大腸菌の生菌数を測定することで、各 pHに おけるホタテ Ca溶 液の殺菌

効果を確認 した。また、試料溶液の対照には、滅菌生理食塩水を使用した。

実験結果

ホタテ Caは 、すべての供試菌株に対 して抗菌効果を示し、ホタテ Caの MICは 、
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0.09～ 0.H%で あった (表)。 供 したホタテ Caの 主なカル シウム形態は、

Ca(OH)2であ り、抗菌力を対照と比較すると、カルシウムの化合物形態が同じで

ある試薬 Ca(oH)2と ほぼ同等、形態の異なる試薬 Caoよ りやや劣っていた。ホ

タテ Ca溶 液の大腸菌に対する殺菌効果は、pH H以 下では効果が無く、pHll.5で

は 10分後に 1/10以下、30分後に 1/100以下の菌数 となり殺菌効果が認められた。

さらに、pH12以 上に調製 したホタテ ca溶 液では、10分後に 1/10万 (検出限界)

以下の菌数となり十分な殺菌効果が確認できた。これらの結果から、ホタテ Ca溶

液を漬物用野菜やカット野菜等の製造時に殺菌を目的に使用する際には、溶液を

pH12以上で保持 し、使用する必要があることがわかった。

表 酵 母に対する最小生育阻止濃度 (MiC%)

菌株 名 詞tヨにCa(oH)2 副Lコ建CaO ホタテCa

Saccharomyces cerevisiae JcM7255 0.08 0.07 0.09

Zygosaccharomyces rouxii lFo1876 0.11 0.08 0.11

Kluyveromyces marxianus AHU438| 0.11 0.08 0.11

Ｅ

　
　
　

Ｅ

　

　

Ｅ

　
　
　

Ｅ

　

　

一

（雇
ゝ
ち
）
覇
個
川

生理食塩水
E―

pH9
・……◆……

理
pHll
―

91J:.[.

.P‖↓7.…

2リピ.1

理

処 理 時 間 (分 )

図 ホ タテCa溶液のpHと大腸菌に対する殺菌効果

要 約

供試 した酵母に対するホタテ Caの 最小生育阻止濃度は、0.09～0.H%で あり、

以前報告 したサルモネラ菌、腸炎ビブリオ菌などの細菌類に対する最小生育阻止濃

度と同程度であつた (平成 12年度事業報告書)。また、ホタテ Ca溶 液を殺菌の目

的に使用する際には、溶液をpH12以 上に保持することが必要であつた。

平成 16年 度の予定

・食品工場にて使用し易い形状のホタテ Ca製 剤の開発

・透明度が高く、殺菌力を有するホタテ Ca溶 液製造装置の開発

(重点領域特別研究、共同研究機関 :北海道共同石灰 (株)、道立工業試験場、

(独)開 発土木研究所、中央大学、九州大学)
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赤 ワイ ンのマ ロラクテ ィ ック発酵乳酸 菌 の解析 (I)    (H15)

食品バイオ部発酵食品科 橋 渡 携

食品バイオ部バイオテクノロジー科 八十川大輔

研究の目的と概要

マロラクティック発酵(MLF)は、赤ワイン醸造において味わいを決定する重要な

過程である。特に、北海道で栽培される酸味の強いブ ドウを原料としたワイン製造

には、その品質向上の面でも必要な過程であるが、北海道ではその冷涼な気候ゆえ

にMLFが起こりにくいといわれている。道内ワインメーカーにおいてもMLFは重要

視されているが、実際には原料や樽などに存在する乳酸菌によって自然に起こるMLF

に任せているため、生産管理が極めて難 しい状況にある。

そこで、北海道産赤フインの品質をより安定 ・向上させることを目的として、こ

れまで数年にわたって、醸造赤ワインよりMLFに 関与する乳酸菌を分離 ・保存して

来た。また、得られた乳酸菌株の菌種を同定し、ブ ドウ品種間差、および収穫年間

差についての比較を行い、再現性があるかどうかを調べている。

本年度も引き続きMLF進行中の赤ワインより乳酸菌を分離 し、その菌種の同定を

行い、これまで得られた試験結果との比較検討を行った。

【予定される成果】

・寒冷地に適応 した減酸能力のある幸L酸菌の取得

・北海道産赤ワインの品質の向上 。安定

試験研究の方法

試料には、池田町ブ ドウ 。ブ ドウ酒研究所が製造したワインを用いた。2002年に

収穫された清見種(SF)、清舞種 (KM)、ツバイグル トレーベ種 (ZW)、および山ブ ドウ

(YF)の4品 種を原料として醸造した赤ワインより、MLFが最も盛んに進行している

と思われる時期を選んでサンプリングし、供試 した。また、今年度より新品種とし

て、山幸種 (YS)を原料とした醸造赤ワインについても供試することにした。

試料ワインは、適宜希釈 し、143培地に塗沫し、20℃ 14日間嫌気培養後生菌数を

測定した。コロニーの外観の違いによつて種類分けし、一種類につき4～5株 の乳酸

菌を分離後、凍結保存株を作製 した。

乳酸菌種の同定は、試験株を細胞壁溶解酵素 (N―Acetylmuramidase SG;生化学工業)

処理後キット(Genとるくん猟酵母 ・グラム陽性菌用 ;TaKaRa)によってゲノムDNAを

抽出し、16S rRM遺 伝子全領域を増幅するPCRl)を行つた。PCR産物を精製後、サイ

クルシーケンス法 1)にて上流側約 300bpの部分塩基配列を決定し、菌株間の相同性を

検討 した。

1)長 島浩二ら,日本食品科学工学会誌,45(1),58-65(1998)
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実験結果

供試ワインはすべてMLFの進行が認められたが、その時期は原料のブ ドウ品種に

よって異なつていた。分離 ・保存した乳酸菌は、SFが 3種類 15株、剛 が 3種 類 15

株、ZWが 3種類 14株、YFが 2種 類 10株、YSが 3種類 15株の合計 69株 であった。

得られた 69株すべての菌種の同定を行つた結果、YFは コロニーの大きさや外観

の違いに関わらず、全株同じ塩基配列の菌株 (Type I)であった。YF以外の 4種 類の

フインからは、YFと 同じ塩基配列の菌株 (Type I)と、塩基配列の一部異なる菌株

(Type Ⅱ)の、2種類の乳酸菌株が得られた。これらの相同性を検索した結果、両株

ともMLF菌 として知られているθenοεοccus οθniの配列と極めて高い相同性 (99%

以上)を 示 した。

MLF主発酵株をブ ドウ品種で比較 した結果、SF、KM、YF、YSワインでは Type I

が主発酵株であると推測されたが、ZWワインでは、Type I、Type Ⅱの割合に大きな

差がないことから、主発酵株をどちらとも断定できないことが示された(図1)。ま

た、収穫年度によつて比較した結果、SF、KM、YFは 同じ菌株 (Type I)が1999年か

らの 4年 間にわたつて、主発酵株であつた。ここでもZWのみ異なる結果を示し、

1999年産ワインではType Ⅱが、2000年および 2001年産ワインでは Type Iが主発

酵株と考えられたが、2002年産ワインでは、両株の割合に大きな差がなく、どちら

も主発酵株 と断定することはできなかった

rType I

nType II

20%         40%         601         80%

図 1 200 2年 産ワインの主発酵乳酸菌株の比較

4 要   約

2002年池田町産のブ ドウ品種の異なる5種 類の赤ワインより、乳酸菌を分離 ・同

定したところ、塩基配列の一
部異なる2種類の乳酸菌が得られ、いずれもθ.οen」と

推定された。1999年以降の結果と併せたブ ドウ品種、収穫年度による比較では、清

見種、清舞種、山ブ ドウは4年 間主発酵株が一致し、山幸種の 2002年の主発酵株

とも一致していた。ツバイゲル トレーベ種のみ収穫年度によつて主発酵株が異なり、

MLFに 2種類の菌株が関与していることが示唆された。

(共同研究機関 池 田町ブ ドウ 。ブ ドウ酒研究所)
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タマネギ発酵酒の研究開発 (H15)

企画調整部技術支援課 富 永一哉 濱 岡直裕

応用技術部機能開発科 柿 本雅史

研究の目的と概要

地域の特産品としての位置付けが確立されているタマネギだが、近年では生産地

での少子化による営農後継者不足や輸入品の増加等のため、地域からの供給量が減

少傾向にある。また、作柄の善し悪 しによつて需給関係が変動することがしばしば

あり、大量廃棄をせぎるを得ないことが社会問題 となったこともある。一方、最近

の食品業界では機能性食品が注目を浴び、数々の研究成果によリタマネギには健康

に有効な機能性成分が数多く含有 している事が報告されている。そこで、含有する

機能性成分を生かしたタマネギ加工品の提供を目指 して、搾汁液の乳酸発酵処理 し

た液体を使用してアルコール発酵試験を行 う。成分の比較研究により、健康に良い

とされる機能性成分が多く含まれる製品の研究開発を行 うと共に、消費者ニーズに

合わせた商品提供を行 うため、美味しく、健康に良い、安全 。安心を重視 した天然

素材品として商品作りを目指 し研究開発を行 う。

【予定される成果】

。発酵 。醸造製品の高付加価値化

。地域特産品の新たな用途開発による需要拡大

試験研究の方法

タマネギは、裁断後クラッシャーにより破砕 して、発酵原料とした。発酵は 2

段階に分かれ、第 1段 として乳酸発酵により酸度が高い、品質の安定した汁液を

製造した。これを原料として、2段 目のアルコール発酵を行った。これらの発酵

の各段階において、高効率の発酵を行 う乳酸菌と酵母を既存株から選抜 した。ま

た、香味の点で優れた製品を得るために、発酵温度 と糖分添加量、発酵管理の方

法等を検討 した。

実験結果

タマネギの汁液の乳酸発酵には、植物を発酵 した食品から分離された乳酸菌が適

当であることが分かった。また、適切な温度管理によつて発酵効率を高めることが

分かつた。汁液のアルコール発酵においては若干の困難が存在して、発酵管理に工

夫が必要であることが分かった。酵母の種類によつて若干発酵速度に差が出て(図)、

生成 したお酒の酒質にも差が出た。このことから、酵母の選択により香味に優れた

飲みやすいタマネギのお酒ができることが分かつた8
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図 :酵 母の種類によるタマネギのお酒の発酵経過

乳酸発酵したタマネギ汁液に数%の 補糖をして、20℃で発酵した。

4 要   約

若干の副原料を除き、10o%タ マネギを原料 としたアルコール飲料の開発の可

能性を検討 した結果、乳酸発酵とアルコール発酵を組み合わせることにより、香

味の点で優れた製品ができることが分かつた。発酵の各段階において高効率の発

酵を行 う微生物を既存株から選抜 したところ、適当な菌株を見つけることができ

た。また、適切な発酵条件を明らかにできた。

(共同研究機関 :株式会社グリーンズ北見)
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ホ タテガイ集 団 の家 系構 造解析及 び系統特性 に関す る研 究(II)(H15～16)

応用技術部 長 島浩二

食品開発部農産食品科 大 田智樹

食品開発部水産食品科 錦 織孝史 田 中彰

研究の目的と概要

ホタテガイは本道経済を支える重要な水産資源の一つである。しか し、近年は生産

過剰による価格の低迷 とともに、採苗不振や成長不良、へい死の増大 といつた生産

面での問題 も出てきている。本研究では、ホタテガイ養殖の総合的管理技術の確立

を目指 し、北海道ホタテガイ集団の家系構造の解析を行 う。また、ホタテガイの性

状を系統及び家系 との関係で解析することにより優れた加工原料作出のための基礎

データの収集を行 う。

【予定される成果】

ホタテガイの資源管理技術の確立と遺伝子型別原料性状の把握

試験研究の方法

系統間での性状比較のために用いられたホタテガイは、サロマ湖の養殖 2年 貝

480個体 (2002年12月及び 2003年 5月 採取の各 240個体)で ある。貝柱の水分、

グリコーゲン量及びアミノ酸量の測定方法は H14度 事業報告に記載されている。貝

柱からの DNAの 抽出及びミトコン ドリア DNA(mtDNA)の 増幅と解析は佐藤らの

報告 (SatO Mi ct J,Mar Biotcchnol,3,p370,2001)に基づいて行った。マイクロサ

テライ ト DNA(msDNA)の 増幅 と解析は、4座 位 (P13F449,D05H360,H08H140,

Q64R657、平成 14年度事業報告参照)に ついて行つた。

実験結果

(1)系 統間の性状比較 : 2002年 12月採取の 240個 体中、HG01,HG04,HG12及

び HG21の 各系統グループはそれぞれ 51,14,25及び 10%で あった。雄 と雌はそれぞ

れ 52及 び 48%で あった。2003年 5月 採取のサンプルでは、HGl,HG04,HG12及 び

HG21の 害1合は、それぞれ 46,20,15及び 19%で あ り、雄 と雌はそれぞれ 45及 び 55%

であつた。 これ らの個体について、全重量、殻長、殻高、殻重量および軟体部、貝

柱、生殖巣、偲、外套膜、中腸腺の各重量を測定 し、4系 統 グループ間での比較を

行つた。また、貝柱の水分量 (各グループ 25個 体)、グリコーゲン量 (同25個 体)

および各種遊離ア ミノ酸含有量 (同 10個体)を沢1定し、同様に比較 した。その結果、

無水物重量当た りのグ リコーゲン量の平均値に関 して有意差が見 られ (ρ<005)、

2002年 12月採取貝で HG01>HG21、 2003年 4月 採取貝で HG01<HG12で あつた。

(2)マ イクロサテライ ト・マーカーによる集団構造解析 :北海道、東北地域のホ

タテガイ集団の遺伝的多様性 と各集団間の遺伝的分化度を測るために、4座 位の 1■s
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マーカーを使って解析 した。解析に用いたサンプルは表 1に まとめ、図 1に その採

取位置を示した。北海道グループ (16集団)の 平均ヘテロ接合度の期待値 (Hc、多

様性の指標)は 0.738±0.015、東北グループ (3集団)の Hcは 0.748±0.008であり、

両グループの間で遺伝子多様度に有意に差はないことが示された。これは、mtマー

カーでの解析結果 (北海道 o.858±0.017>東北 0.602±0,023)とは異なった。また、

S R―H962, S R―H953, M 0 9 9及 び IBR99で有意に(′<0.012 5 )ホモ接合体過剰であつた。

mtハ プロタィプ頻度の集団間比較では、北海道グループ と東北グループの間で有意

差 (77-0. 0 0 0 0 )が見 られ、この二つの地域は遺伝的に大きく分化 していることが示

されている (平成 13年度事業報告)。
一方、msマ ーカーの場合、特定の集団間で対

立遺伝子頻度に有意な差 (〆0.0002 9 )が見 られた。これは、それ らの集団間での環

境因子の違いを反映 したものではないかと考えている。

寿1 解 析に用いたサンプル

サンプル名  採 取場所    生 年    採 取年   個 体数    備 考

北海道
SR H962     サ ロマ湖    1996    1998    46  地 まき放流

SR H953     サ ロマ湖    1995    1998   48  地 まき放流

SR H944     サ ロマ湖    1994    1998    48  地 まき放流

SR N962    サ ロマIIn    1996   1998   48     天 然

SR N953     サ ロマ湖    1995    1998   48     天 然

SR N944     サ ロマ湖    1994    1998   43     天 然

SR‐Ru     サ ロマ湖    2001    2003   60    耳 吊リ

SR‐YAS     サ ロマ湖     2001    2003    60     耳 吊リ

NTRl       能 取湖    2002    2003   48  地 まき放流

NTR2       能 取湖    2001    2003   48  地 まき放流

NTR3       能 取湖    2000    2003   48  地 まき放流

NTR4       能 取湖    1999    2003   48  地 まき放流

M099     噴 火湾、森    1999    2001    96    耳 吊リ

M084     噴 火湾、森    1984    1986   48    耳 吊り

IBR99    噴 火湾、室蘭    1999   2001   96    耳 吊リ

REB82  噴 火湾、礼文華    1982   1983   48    耳 吊リ

東北

A098    陸 奥湾、青森    1998   2000   42    耳 吊り

A081    陸 奥湾、青森    1981    1983   64    耳 吊リ

唐丹湾、岩手    2 0 0 1     2 0 0 3    9 6     耳 吊リ
図 1 サ ンプル採取地の地図

4 要  約

・ 貝柱無水物重量当たりのグリコーゲン量の平均値に関して有意差が見られ、2002

年 12月採取貝で HG01>HG21、2003年5月採取貝で HG01<HG12で あつた。

・ msマ ーカーを使った解析結果は、北海道 と東北の間で遺伝子多様度には殆 ど差が

ないことを示した。

・ SR―H962,SR―H953,M099及 び IBR99で 有 意 に ホ モ 接 合 体 過 剰 で あ っ た。

・ IIIs対立遺伝子頻度の有意な違いが、特定の集団間で見られた。

平成 16年 度の研究計画

・ nltDNAの全塩基配列を決定し、主要系統間で遺伝子構造の比較を行 う。

・ 各種性状上位群に特異的な DNAマ ーカーの検索を行 う。

・ ロシア極東地域ホタテガイの集団構造解析を行 う。

(共同研究機関 :北海道ほたて漁業振興協会)
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海洋有機物か らの生体機 能物質再生利用技術
―マ リンコンビナー トー(H13～15)

白子 DNA一 次濃縮技術の確立およびDNA分 離技術の確立

食品開発部畜産食品科 川 上誠

応用技術部プロセス開発科 清 水英樹

研究の目的と概要

最近の遺伝子技術の研究は急速に発展 してお り、遺伝子工学分野における化学合

成 DNAの 需要は高まっている。アミダイ ドはこれら化学合成DNAを 製造するた

めの合成試薬であり、その多くは輸入に頼つている状況にある。一方、サケ白子に

は核酸など有用成分が豊富に含まれており、これらの成分を考慮 した有効な利用が

望まれるところである。本研究では遺伝子産業を支えるアミダイ ドや化学合成 DNA

への利用を目的とし、サケ白子 DNAか らのヌクレオシ ド分離精製技術を検討 した。

【予定される成果】

。未利用であるサケ白子の有効利用としてDNA原 料への用途が開かれる

試験研究の方法

白子由来の DNAを 0.lN NaOHで アルカリ変性後、pH5.5に 調整、ヌクレアー

ゼをDNA量 に対 して 5%量 添加し、41の ジャーファーメンターで 65℃、4時 間

酵素反応を行なってヌクレオチ ドを得た。ヌクレオチ ド溶液に容量比 0.1%のフォス

ファターゼを添加し、65℃、16時 間の反応を行いヌクレオシ ドを得た。ヌクレオシ

ドはフォスファターゼ失活後 (沸騰水 5分 )HPLCで 定量した。プリン分解度はデ

オキシアデノシン (dA)、デオキシグアノシン (dG)及 びその分解物 (dA*,dG*)

のピーク面積比から算出した。

4種 のヌク レオ シ ドに保護基 を導入 した ジメ トキシ トリチル化保護 体

(DMTr T,DMTr dC,DMTr―dA,DMTr―dG)を合成し、分離剤としてTSKgel silica-60、

Wakosil C-200を、溶離液にはクロロホルムーメタノール、ヘキサンーエタノールを

用いて分離基礎条件を決定した。分離基礎条件を基に擬似移動層クロマ ト分離装置

を運転し、ジメ トキシ トリチル化保護体の分離を行つた。

実験結果

(1)酵素分解

ヌクレアーゼによる DNAか らヌクレオチ ドヘの分解は良好であったが、フォス

ファターゼによるヌクレオチ ドからヌクレオシ ドヘの酵素反応では脱 リン酸反応に

伴いpHが 変化 し、反応 16時 間でp H5.5から5.0に低下した。この間、脱プリン

などヌクレオシ ドの分解が生じたが、反応溶液のpHを コン トロールすることによ
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ン体ヌ クレオシ ドの分解は軽減 された (表 1)。

表 1 フ ォスファターゼによる酵素分解

ヌクレオシ ド (g)プ リン分解度
dA        dG     dA*/dA   dG*/dG

p H調整 (p  l i 5 . 5 )
p H未調整

11.2

9 . 8

0  0 7

0 . 2 4

0 . 0 6

0 . 1 4

(2)ジ メ トキシ トリチル化保護体の分離精製

当初、分離の良さか らクロロホルムーメタノール系溶離液での分離を検討 したが、

溶離液中でのクロロホルムの酸化、 pHの 低下に起因する、DMTr dA,DMTr dGの分

解が発生 した。 このため溶離液をヘキサンーエタノール系に変更 して基礎条件を決定

し、擬似移動層クロマ ト分離を行つた(図)。

DMTr T,DMT dCを一つのグループとして擬似移動相 クロマ トによる3成分分離の結

果を表 2に 示す。DMTr dA,DMTr dGについては90%以 上の純度で分離可能であった。

Wakosil  C-200

溶離液 :ヘキサン:エタノール:トリエチルアミン:酢酸

= 7 0  :  3 0 : 0 . 0 5  : 0 , 0 1

流速 :184n1/100min

100

時間        ( 分 )

図 ジ メ トキシ トリチル化保護体分離クロマ トグラム

表 2 擬 似移動層クロマ トによるジメ トキシ トリチル化保護体の分離

各画分における
溶出量 ジ メトキシ トリチル化保護体の含有率 (% )
( m l )  I ) M T  r ― T  I ) Tヽ r ― d C  D M T r 一 d A  D M T r ― d G

画分 1   6 9 . 9

画分2   4 4 . 5

口]/7)3     59 4

50 0      48 5       1.5

3 1       92 3 4 6

6 1       93 9

4 要   約

昨年度までに ドラム ドライヤによる原料 白子のシー ト化、 1次 濃縮及び逆相系カ

ラムを用いた擬似移動相クロマ トによるヌクレオシ ド4成 分の分離精製を検討 し良

好な結果を得ている。今年度、DNA抽 出の効率化 として、ジャーファーメンター

を用いたスケールアップ試験を実施 し、pHコ ン トロール等により酵素分解の最適

化を行つた。また、シグマジェノシスで合成 したジメ トキシ トリチル体 4成 分の分

離精製技術を確立 した。

(地域新生コンソーシアム研究開発事業)

(共同研究機関 :シグマジェノシスジャバン株式会社)
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農水 畜産物 のブ ランチ ングの

代替 と しての常圧過熱水蒸気 の利用     (H14～ 16)

食品開発部畜産食品科 阿 部茂

食品バイオ部発酵食品科 吉 川修司

応用技術部プロセス開発科 中 野敦博

企画調整部総務課 河 野慎
一

応用技術部 熊 林義晃 長 島浩二

研究の目的と概要

常圧過熱水蒸気とは通常蒸気を大気圧下で 100℃以上に加熱 した高温水蒸気であ

り、高カロリー、極低酸素、高凝縮潜熱、ガス放射熱等の特長を有し、エキスの損

失低減、歩留まり向上、色調保持および表面殺菌に効果があるといわれている。本

研究は食品加工における蒸煮および煮熟工程の代替 として常圧過熱水蒸気を用い、

衛生学的安全性向上、環境に配慮 した加工技術の確立を目指すとともに、エキス損

失の少ない色調の優れた高品質な加工食品の開発を行 うものである。本年度はボイ

ルホタテの代替として常圧過熱水蒸気を用いた場合の効果について検討を行つた。

【予定される成果】

。常圧過熱水蒸気を用いた高付加価値製品の開発

・常圧過熱水蒸気を用いた表面殺菌技術の確立

試験研究の方法

常圧過熱水蒸気は蒸気ボイラーより供給される水蒸気をスーパーヒーターにて更

に加熱 して得た。試験はホタテ生貝柱 10個を用いた。

(1)各 処理後のホタテの歩留まり率の変化

試験は 1、2.5、5、10分 間経過 した後の重量を沢1定した。蒸煮は 95℃ で行い、

煮熟は5倍 量の熱水を加えて 95℃ で加熱 した。常圧過熱水蒸気処理は 120℃、150

℃および 180℃ (いずれも蒸気圧 2.5～2.8kgycml)の条件で行つた。

(2)各 処理後のホタテの ドリップ率およびエキス損失率の変化

ドリップ率は各条件下で発生する ドリップの重量を測定することで求めた。エキ

ス損失率は生ホタテ貝柱中の水溶性タンパク質を looと し、発生した ドリップ中の

水溶性タンパク質含量から換算して求めた。

実験結果

蒸煮および煮熟は処理開始直後から重量の急激な減少が見られたのに対 し、常圧

過熱水蒸気処理は加熱時間に比例 して重量が減少 し、120および 150℃の 2.5分後

では約 87%の 高い歩留まり率を示 した(図)。加熱 5分 後には両者の歩留まり率は
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ほぼ同じ値を示 したが、蒸煮を行ったホタテの内部はタンパク変性 していない部分

が見られたのに対 し、常圧過熱水蒸気では

4分 処理の段階で中心部までタンパク変性

が起こっていた。この歩留ま りの変化率

の違い と加熱効率の違いは常圧過熱水蒸

気の特長が顕著に表れた例であ り、高温

水蒸気ガスともいえる常圧過熱水蒸気の

特性により、過乾燥を防ぎ、高い熱交換

率により歩留ま り率が高い状態でホタテ

が加熱処理 されていることを示 している。

また、 ド リップ率 (表1)に ついては蒸

煮による加熱方法では水蒸

気がホタテ表面に凝縮する     表 1

ことで品温が上昇するため、

余剰 な凝縮水 が ドリップ と

なつて発生 した。 この傾 向

は 120℃の常圧過熱水蒸気

において も若千み られ、生

貝柱重量の 10～ 20%の 凝縮

水が発生 した。 さらに、煮

熟水や ドリップ中の水溶性

タンパク質は、煮熟で 37%、

蒸煮で最大 28%、 120℃の

煮熟

蒸煮 159       119       261          -

120℃・2.8kgF/cm2      28     11 1     10 8     98

150℃・2.8kgF/cm2   ND    58   ND   ND

180℃‐2.8kgF/cm2   ND   ND   ND   ND (%)

NDは ドリップが発生 していないことを示す

表2ホ タテの各処理におけるエキス損失率の変化

25     50    100    150 (― )

・ｋ」晴ド」田ド‐‐‐‐‐に

０。

９０

８０

７０

（ぶ
）
冊

ヽ
悩
田
義

lL
0     2     4   .  6     8    10

ロ ホ タテの歩留ま り率の変化
□ :蒸煮, △ :煮熟, ▲ :120℃-2.8kgf/m2,

● :150℃2.8u/-2,日 :180t-2.3kgf/m2

ホタテの各処理におけるドリップ率の変化

2 5     5 0     1 0  0     1 5  0  r m u L )

煮熟

蒸煮

120℃‐23kgF/m2

150℃‐23kgFcm2

180℃‐2.8ktt」cm2

373       374          -          ―

130        87       276          -

26    109    172    165

ND    10 2   ND   ND

ND    ND    ND    ND  (%)

NDは ドリップが発生していないことを示す

常圧過熱水蒸気において 10%前後の損失が認められた(表 2)。一方、150℃以上の

常圧過熱水蒸気処理ではエキス損失はほとんど発生しなかった。これはホタテの加

熱が顕熱によつて行われていることを示すものであり、余乗Jな凝縮水がほとんど発

生していないためと推察された。

4 要   約

ボイルホタテの代替として常圧過熱水蒸気を用いた場合の効果について検討を行

った。その結果、150℃ 、4分 程度がエキス損失が少なく歩留まりの高い状態で製

品が仕上がる条件であることが分かつた。

平成 16年 度の研究計画

平成 16年 度では常圧過熱水蒸気処理を行つた農水産物の色調改善効果、物性改

善効果について検討を行 う。

(新エネルギー ・産業技術総合開発機構 :産業技術研究助成事業)
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アク リルア ミ ド生成 を抑制す るバ レイシ ョ加 工法の開発

応用技術部プロセス開発科

(H15～ 16)

中野敦博

田中常雄食品開発部

研究の目的と概要

バレイショなど炭水化物を多 く含む食材を高温加熱 して加工 した食品に、有害

物質といわれているアクリルアミドが生成されることが知られている。食品に含ま

れるアクリルアミドの人体に対する影響はこれまで報告されていないが、国内最大

のバ レイショ産地である北海道の農業および関連製造業への影響が懸念 されてい

る。このことから、より安心な製品を提供するために、アクリルアミド生成を抑制

する加工法を開発する必要があると考えられた。本研究では、アクリルアミド生成

に及ぼすポテ トチップおよびスナック菓子に関する加工条件の影響を検討 し、生成

を抑制する加工法の検討 した。

【予定される成果】

・アクリルアミド生成を抑制したポテ トチップなどの加工技術の開発。

試験研究の方法

(1)試料および貯蔵法:ポテ トチップ製造用の主力品種である トヨシロ(100～200g/

個)を リコンディショニング (20℃、60日 間)し 、16℃で貯蔵 した。

(2)ポテ トチップ作製法 :ト ヨシロ4個 を剥皮し、基部から頂部に向かつて縦方向

に 2つ 割 り後、1.3mm厚 程度 (6～8枚 づつ (計30枚 前後))の スライス状に

カットした。次に、スライス片を撹拌 しながら蒸留水 (2L)中 に 100秒 間浸漬

することにより、表面を水洗した。表面に付着 した水分をとつた後、綿実油を

用いて 180℃で 90秒 間フライすることでポテ トチップを作製した。

(3)水洗条件 :(2)の加工条件について、スライス片の水洗液温度および pH(50mM

クエン酸緩衝液)を 段階的に変化させた。

(4)減圧フライ法 :(2)で作製 したスライス片を、減圧フライヤー ((株)佐 久間製作

所)を 用いて、減圧下のもと100～140℃で 600秒 間フライした。

(5)アクリルアミド分析法 :(独)食 品総合研究所の方法に準じて、ポテ トチップ中

からのアクリルアミド抽出およびジブロモ誘導体化処理を行った。内部標準物

質としてアクリルアミドーd3を 用いて、ガスクロマ トグラフー質量分析計で測

定した。

実験結果

(1)洗浄温度の影響 :食品に含まれるアクリルア ミドは、還元糖 と遊離ア ミノ酸 (特

にアスパラギン)が 前駆物質であ り、高温で反応 (メイラー ド反応)す ること
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により生成されると推測されている。図 1に示 したとおり、スライス片の前駆

40    50    60    70    80    90   10o

温度 (℃)

図1スライス片水洗液温度の影響 図2ス ライス片水洗液のpHの影響

物質濃度を低下 させ るために水洗温度 を上げた ところ、60℃以上でアクリルア

ミド生成が低減 される傾向を示 した。

(2)洗浄液の pHの 影響 :メイラー ド反応は、pH3以 上では pHが 低いほど反応が

進みにくくなると言われている。スライス片水洗液の pHを 段階的に低下させ

たところ、100秒 間の浸漬ではアクリルア ミド生成があま り低減 されなかった

が、600秒 間浸漬するとpHの 低下とともにアクリルアミド生成が低減 される

傾向にあつた (図2)。このことか ら、スライス片の pHを 時間をかけて低下さ

せることで、アクリルア ミド生成を抑制できることがわかった。

一脚

麟
賊

一　

　

　

　

　

　

　

　

，

4 要   約

ポテ トチップ中のアクリルアミド生成を抑制する製造条件を検討 し、スライス片

洗浄工程およびフライエ程の改善により抑制可能であることが示された。

平成 16年 度の研究計画

次年度は、アクリルア ミド生成が少ない原料および抑制効果を示 した加工処理を

組合せた試作試験を行 う。併せて、ノンフライ法の適用を試験 し、その有用性を評

価する。

(共同研究機関 :(独)北 海道農業研究センター、(独)食 品総合研究所)

80        100        120        140

揚げ温度 (℃)

図3減圧フライ法の影響(揚げ時間600秒)

(3)減圧フライ法 :今回の試験で、一般的な

常圧 フライ法 (180℃,90秒 )に おけるア

クリルア ミドは 2100(± 360)μ g/kgで あ

つたのに対 して、減圧 フライ法を用いて低

温フライを実施 したところ、温度の低下に

伴 つてア ク リル ア ミ ド生成 は激 減 し、

100℃における生成は痕跡程度 (10μ g/kg)

であった (図3)。J
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2 技 術普及 ・指導

2-1 食 品加工相談室

て

1

2

3

4

食品製造企業等が行 う新製品開発、

「食品加工相談室」を開設する。

相談内容   食 品加工に関するこ

申 込 み   随 時

相談方法   電 話、来所、文書、

新技術導入な どの各種技術相談に応 じる窓 口とし

と

E Mailいずれの方法でも可能

89番 地 4 食 品加工研究センター内相談窓 口 江別市文京台緑 町 5

【平成 15年 度実績】

相談件数については、.総数 705件 となってお り、相談方法別にみると電話が最も多

く、食品製造企業等から気軽に相談が持ち込まれている。また、相談内容については、加

工方法、品質 。評価、微生物、機械 ・装置、衛生などの食品加工技術全般にわたる内容と

なってお り、 全 道各地から相談が持ち込まれた。

l 相 談件数  総 数 705件

2 月 別相談状況

3  相 談 内容

衛生  貯 蔵 ・保存包装 ・流通機械 ・装置廃棄物処理 そ の他

150

100

月

区 分
4 5 6 7 8 9 1 0 1 2 1 2 3 合 計

相談件数 91｀ 86 60 74 60 59 44 34 64 34 36
つ
０

α
υ 705

面  接 34
つ
４ 26 36

つ
４ 14 10 16

つ
ろ 26 266

電  話 48
０
４ 31 34 36 44

う
乙

つ
０ 18 40 16

つ
４ 35 409

文  書 0 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 5

E一Mail
０
４ 4 2 0 2 0 0 2 0 2

う
乙

り
４

その他 1 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0

加工方法 品質 ・評価 微 生物
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2-2 食 品工業技術高度化対策指導事業 (現地技術支援)

食品製造企業等が行 う新製品開発等を支援するため、各企業等からの依頼を受けて、研

究員を派遣 し、食品加工技術についての助言や指導を行 う。

1 指  導  地  域   道 内各地

2 指  導  対  象   道 内食品製造企業、食品加工研究グループ等

3 申   込   み   随  時

4 指 導依頼の方法  電 話または文書

5 指 導 を行 う者  セ ンター研究員

6費   用  無 料

【平成 15年 度実績】

全道各地へ研究員を派遣し、製品開発、製造技術、保存技術、品質管理等についての助

言や指導を行つた。

1指 導 件 数  162件

2  ま旨  華争  日  奎女     1 6 6 日

3 支 庁別指導状況

区  分 指 導 件 数 指 導 日 数 区   分 指 導 件 数 。指 導 日数

石狩支庁 4 6 4 7 宗谷支庁

渡島支庁 9 9 網走支庁 1 2 1 3

檜山支庁 ９
“ 2 胆振支庁 2 0 2 1

後志支庁 1 4 1 4 日高支庁 8 8

空知支庁 1 6 1 6 十勝支庁 1 4 1 4

上川支庁 1 3 1 3 釧路支庁 6 7

留萌支庁 根室支庁 2
つ
４

合   計 1 6 2 1 6 6
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2-3 移 動食品加工研究セ ンター

道内各地域で 「移動食品加工研究センター」を開催 し、講習会や個別技術相談、現地技

術指導等を集中的に行 う。

1 開 催内容

(1)講 習会

(2)研 究成果発表会

(3)意 見交換会

(4)個 別技術相談会

(5)現 地技術指導 他

2 開 催時期等

開催時期、場所、内容等については、各支庁等と協議の上、決定する。

【平成 15年 度実績】

3支 庁管内において、 「移動食品加工研究センター」を開催 し、講習会、研究成果説明

会や技術相談、技術指導などを行った。

開催支庁 開催地 開催年月 日 参加者数 開 催 内 容

留萌支庁 留萌市 15.11.20 2 5 。講習会テーマ

「北海道の魚醤油の現状について」
「新 しい洗浄 ・殺菌技術について」

・イ固別J支術本目談

宗谷支庁 稚内市 16.2. 5 4 3 基調講演
「Discover北海道 1消費者ニーズを

掴む
"道

産品
"」

講習会テーマ

「北海道の魚醤油の現状について」

個別技術相談 。 現地技術指導

根室支庁 根室市 16.
０
４

つ
４ 2 9 。講習会テーマ

「北海道の魚醤油の現状について」
「ホタテ貝殻の有効利用について～

ホタテ貝殻で微生物を殺菌」
。個別技術相談 。 現地技術指導
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2-4 技 術講習会

食品加工に関する新 しい製造技術及び食品の品質 。衛生管理等について、外部講師や

センター研究員による講習を行 う。

1 食 品加工高度技術講習会

(1)開 催場所  食 品加工研究センター

(2)対 象 者  食 品製造企業等の研究者、技術者等

(3)開 催回数  年 回 2回 (1回 の講習期間は2日 程度)

(4)開 催方式  座 学及び実技講習

2 地 域食品技術講習会

(1)開 催場所  食 品加工研究センター

(2)対 象 者  市 町村立等食品加工関連施設の研究者、技術者等

(3)開 催回数  年 間 1回 (1回 の講習期間は2日 程度)

(4)開 催方式  座 学及び実技講習

3 食 品安全衛生管理講習会

(1)開 催場所  食 品加工研究センター 3回 、道央圏以外の圏域 1回

(2)対 象 者  食 品加工施設等の研究者、技術者等

(3)開 催回数  年 間 3回 (1回 の講習期間は3日 程度)

(4)開 催方式  座 学及び実技講習

【平成 15年 度実績】

1 食 品加工高度技術講習会

講 習 会 の 名 称 開催場所 開催年月 日 参加者数

食品衛生における検査キッ ト利用
技術講習会

当セ ンター 15.11.26´ Vll.27 1    2 2

2 地 域食品技術講習会

講 習 会 の 名 称 開催場所 開催年月 日 参加者数

製パン技術講習会 当セ ンター 15. 11.18-11 19 1 2

3 食 品安全衛生管理講習会

講 習 会 の 名 称 開催場所 開催年月 日 参加者数

食品微生物管理技術講習会 (初級) 当セ ンター 7 . 9～ 7 . 1 1 1 6

〃     (初 級) 旭川市農業セ
ンター

9 . 9～ 9 . 1 1 9

〃     (中 級) 当セ ンター 12. 9～ 12.11 8

食品品質管理講習会 当セ ンター 16. 2.24 6・9
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2-5 技 術研修生の受入れ

食品製造企業等の技術者の資質向上を図るため、随時、研修生を受け入れる。
1 研 修内容  食 品加工に関する技術の修得
2 申 し込み  随  時
3 研 修期間  原 則 として 6ヶ 月以内
4 費   用   無  料 (ただし、研修に関する試料、消耗品などは企業負担)

【平成 15年 度実績】
15企 業 19名 の研修生を当センターに受け入れ、各種食品加工技術の向上を図つた。

＼ 研 修 項 目 研 修 期 間

1 遺伝子解析技術を使用した微生物同定技術の習得
α
υ 2.17-15. 8. 15

2 常圧過熱水蒸気に係 る食品加工技術の習得 15. 4. 7-15  9.30

3 常圧過熱水蒸気による殺菌 と加工技術 15. 4.15-15. 9. 16

4 核磁気共鳴装置の分析技術の習得 15. 5.22´ V15.10. 1

α
υ キノコ類の成分分析に係る試験方法及び試験機器

取 り扱い方法の習得

15. 5.22´ V15.10. 1

6 脱カ ドミウムされたホタテウロ内蔵の乾燥加工技

術及びその乾燥物の成分分析技術の習得

15. 5.22´ V15.11.14

7 食肉の加工技術の習得 6. 1-15.11.28

8 タマネギ等の農産物及びその加工品のアミノ酸分
析技術

15` 7.28´V15.
1 1 . 28

9 トマ ト果実の糖類分析技術 15. 8.18-15. 9.

10 レクチンの活性測定技術 15. 8.18´ V15. 8.21

乳酸発酵食品の製造に係る基礎技術 15. 9.24-16. 3.31

つ
４ 乎Lのフレーバー分析技術の習得 15.12. 1´ V15.12.25

バ レイショの加工特性評価測定技術 15. 12. 8-16. l

14 澱粉を主原料としたペーパー状食品の加工技術、
開発技術及び評価技術

16. 1. 7～ 16. 3.31

微生物検査技術の習得 16. 3.  1-16. 3.10

16 粉末食品の分析技術の習得 16. 3.  1-16. 3.10

△
計 19名 (15企 業)
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2-6 試 験測定検査機器及び加工機械の開放

食品製造企業等の研究開発を支援するため、試験測定検査機器や加工機械を開放する。

1 主 な開放機器

(1)試 験 、 測 定

及び検査機器

(2)加 工 機 械

オープンラボ

ラ トリー施設

バイオテクノ

ロジー開放試

験室

2利 用 金 額   2 , 4 0 0～ 50 , 9 0 0円 /日

【平成 15年 度実績】

設備使用実績は次のとおり。 (単位 :日 )

(3)

(4)

ガスクロマ トグラフ質量分析計、核磁気共鳴装置、透過

型電子顕微鏡、走査型電子顕微鏡、X線 回折装置、近赤外

分光分析計、高速液体クロマ トグラフ、粒度分布測定装置、

F値 測定装置、原子吸光分光光度計、自記分光光度計 他

チーズ製造装置、エクス トルーダー、超高圧処理装置、

薄膜真空蒸発装置、膜分離装置、遠赤外線減圧 。常圧乾燥

機、マイクロ波減圧乾燥機、噴霧乾燥機、加圧 ・減圧かく

はん試験機、試料粉砕機、超遠心粉砕機 他

全自動食塩定量装置、全自動センイ分析装置、アルコー

ルアナライザー、水分活性測定装置、K値 測定装置 他

クリーンベンチ、高圧滅菌機、バイオリアクター装置、

恒温恒湿装置、顕微鏡及び画像解析装置 他

試 験 測 定

検 査 機 器

加 工 機 械

オープンラボ

ラ トリー施設

バイオテクノ

ロジー開放試

験室

△ 計

3 0 110 6 7 1 5 3

―-80-―



2-7 依 頼試験分析

食品製造企業等からの依頼により、試験分析を行 う。

1 依 頼 試 験   一 般生菌数、大腸菌群、耐熱性菌数、PH測 定、粘度測定、

色測定、比重測定、屈折率測定 等

2 依 頼 分 析   灰 分分析、水分分析、たんぱく質分析、脂質分析、繊維分析、

食塩分析、アルコール分析、脂肪酸組成分析、アミノ酸組成分

析、有機酸組成分析、無機質分析 等

3 手 数料金額   2, 300～ 54, 820円 /件

【平成 15年 度実績】

次のとおり試験分析を行った。

区 分 申 込 件 数 試験分析件数

試 験 分 析 5 3 204

(試 験   98)

(分 析  106)
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2-8 食 品加エ リサーチ プラザ

食品工業における業種や技術別の共通課題を検討するとともに、産官の研究者や技術
者の交流を図るため、各種研究会を開催する。

【平成15年 度報告】

リサーチプラザ研究会名 開 催 年 月 日 出席者数 開催地

アロニア研究会 1 5 .  4 . 3 0

1 5 .  8 . 2 9

1 6 .  1 .  1 4

2 1

3 3

3 0

江別市

旭川市、富良野市
上富良野町

江別市

北方系機能性植物研究会 1 5 .  6 . 2 5

1 5 .  1 0 . 2 8

1 6 .  3 .  1 8

2 7

1 2 0

3 7

札幌市

札幌市

札幌市
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2-9 技 術情報の提供

当センターの研究成果等の情報を提供し、企業等への普及を図るとともに、情報交流を

促進す る。

【平成 15年 度実績】

1 研 究成果発表会の開催

平成 15年 4月 23日 に札幌市において開催 し、口頭発表 10テ ーマ、ポスター

発表 9テ ーマ、パネル展示、技術相談等を行い研究成果の普及に努めた。

2 技 術情報誌 「食加研だより」の発行

センターの業務案内、研究報告を中心とした技術情報を主な内容として、2回 発

行 し、関係機関、団体などに提供した。

3 平 成 14年 度事業報告 。平成 15年 度事業計画の発行

当該報告 。計画書を発行 し、関係企業、関係団体等に提供 し、当センターの研究

成果の普及を図つた。

4 図 書 。試料室の開放

国内外の食品工業関係専門誌、大学 。国公設試験研究機関から提供を受けた図書、

報告書類を一般に開放した。

<図 書 。資料室利用時間>

月曜日～金曜 日  9:00～ 17:00

(ただし、祝祭 日、年末年始は休館)
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2-10 そ の他

1 技 術審査

国、団体等からの依頼を受けて、製品の品質や新開発技術の内容について、審査

を行つた。

内 容 依  頼  者

部 別 審 査 件 数

力日  工

食品部

発 酵

食品部

応 用

技術部
計

推奨申請に係る技術

審査 (1次)

(社)優良道産品推奨

協議会

7 6

(6)

1 3

(6)

推奨申請に係る技術

審査 (2次 )

(社)優良道産品推奨

協議会

2 4 9

(1 5)

3 3

(1 5)

フロンテイア事業支

援にかかる技術審査

(財)さっぽろ産業

振興財団

1 1

新技術 。新製品開発

賞に係る技術審査
北海道経済部 3 1 5

創造的中小企業技術
開発に係る技術審査

北海道経済部 1 1

△
計 3 4 1 6 3

(2 1)

5 3

( 2 1 )

( )は 内数で細菌検査担当

2 展 示会 。紹介展

センターの試験研究と技術開発成果を展示会等に出展 し、技術の普及振興及び交

流を図つた。

展 示 会 等 の 名 称 主 催 者 開催地 開催年月 日

2003道 立試験研究機関 「お

もしろ祭 り」

北海道 小樽市 15.8.5

2003え べつ消費者まつ り 江別市 江別市 15.10. 4

ビジネスEXPO「 第 17回 北

海道技術 。ビジネス交流会」

北海道技術 。ビジネス交

流会実行委員会

札幌市 15.11. 6

ハψ ll. 7

国際シンポジウム 「北海道 。オ

ウル」

北海道大学 札幌市 16. 3.23

⌒‐3.24
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3 講 習会などへの講師派遣

市町村、団体等からの依頼を受けて、センター研究職員を講師として派遣した。

＼ 講 習 会 等 の 名 称 派遣 日 派遣地 依 頼  者 派 遣 者

1 海洋深層水の現状とその食
品加工への利用

15.  4.  8 札幌市 北海道缶詰協会 田中常雄

つ
４ 常圧過熱水蒸気の食品加工

への応用

15. 6.18 札幌市 金属材料研究会 阿部 茂

3 冷凍食品研究会 「食品加工

における過熱水蒸気の利用

について」

15. 6.27 帯広市 (財)十勝振興機構 阿部 茂

4 アロニア研究会 15.  7.  8 江別市 アロニア研究会 田村吉史

5 北海道味噌醤油技術セ ミナ 15  7.24 江別市 北海道味噌醤油工

業協同組合
橋渡 携

6 カバ ノアナ タケに係 る試験

研究成果 について

15. 7. 30 札幌市 自立するガン患者
の会

渡邊 治

7 食品品質管理研修会 「HACC
P推進における食品微生物
の知識」

15. 8.  1 札幌市 ホクレン農業協同

組合連合会

八十川大輔

8 夏季酒造講習会 15. 8.27
^ν28

札幌市 北海道酒造組合 本堂正明

富永一哉

濱岡直裕

9 食品リサイクルセミナー 15,  9.  3 札幌市 (社)北海道食品産

業協議会

吉ノ|1修司

10 商品企画力向上推進事業に

係るカウンセ リング

15.  9.  9

15.10.28

札幌市

札幌市

経済部

経済部

槙 賢 治

太田智樹

木堂正明

田中常雄

清酒貯蔵 。出荷管理講習会 15. 9.16 旭川市 北海道酒造組合 富永一哉

０
４ 北海道における食品加工の

現状

15.10. 7 札幌市 閉北海道ファーム

プロダクツ
田中常雄

つ
０

５薔
力
△
ム

5回 北海道公衆衛生学 15.10. 9 小樽市 北海道公衆衛生学
△
ム

吉川修司

14 期限付免許者製造酒類審査 15.10. 9 本L幌市 札幌国税局 富永―
哉

柿本雅史

濱岡直裕
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＼ 講 習 会 等 の 名 称 派遣 日 派遣地 依 頼  者 派 遣 者

道産食品独自認証制度モデ
ル事業認証業務に関する説

明会

ｒ
υ 10.

員
υ 江別市 農政部 井上貞仁

16 第23回 北海道味噌品評会
Ｆ
Э 10. 16 江別市 北海道味噌醤油工

業協同組合

本堂正明

槙 賢 治

田村吉史

17 日高ブロック青年部員研修
△
ム

10. 18 平取町 北海道 日高管内商
工会連合会

田中常雄

18 食品微生物管理技術講習会 15.10.20
-23

釧路市 釧路市 八十川大輔

中川良二

藪内裕子

阿部 茂

Ｏ
υ 平成 15年 度全国市販酒類

調査

15.10.23

15.11. 5

札幌市

本L幌市

札幌国税局

札幌国税局

濱岡直裕

富永一哉

20 ひまわ り種からの搾油 15.11.13 江別市 環境生活部 佐々木茂文

０
乙 ４

△
ム

第

評

1回 洋酒 ・果実酒鑑 15.11.19
-20

東広島市 (独)酒類総合研究

所

富永一
哉

０
４

つ
乙 腹害1れしづ らい煮豆につい

てのセ ミナー
15. 25 江別市 H林 原商事札幌営

業所
熊林義晃

23 農産食品の加工及び保蔵技

術

Ｆ
Э 26 江別市 よいち産業クラス

ター研究会

田中常雄

24 米粉技術講習会 27 砂川市 そ らち新産業協議
△
本

岩下敦子

25 北海道加工食 品フェアー コ

ンクール

16. 1
一ｂ 札幌市 北海道加工食品フ

ェア実行委員会
本堂正明

26 先進的女性農業経営者育成

事業の第 3回 研修会

16. l 16 滝川市 空知支庁 柿本雅史

中野敦博

″
′

つ
４ 北海道中小企業家同友会

苫小牧支部学習会

16. 1.28 苫小牧市 北海道中小企業家
同友会苫小牧支部

岩下敦子

28 農産物高付加価値化に関す
る研修会

16  2.  5 江別市 美唄市農産物高付

加価値化調査研究

協議会

岩下敦子

29 平成 16年 新春研修会 2.16. 札幌市 北海道水産振興連

絡協議会

田中 毅
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＼ 講 習 会 等 の 名 称 派遣 日 派遣地 依 頼  者 派 遣 者

30 果樹加工技術研修会 16. 2. 17 浜益村 端 裸 樹 卿 職 合 田中常雄

う
０ 都市 と農村交流 ・農産物加

工販売等に係る研究 ・検討

会

16. 2.17 浜益村 石狩北部地区農業

改良普及センター
田中常雄

つ
４

０
０ HACCPttF号講習会 16.

９

“

０
０ 岩見沢市 岩見沢保健所 人十川大輔

Ｏ
Ｊ

う
０ 女性企業化セミナー 16.

つ
４ 19 札幌市 農政部 田村吉史

34 道内地域産業支援機関との

意見交換会

16. 2.24 札幌市 北海道立工業試験

場

清水條資

Ｏ
Ｊ 元気な浜づくリセ ミナー 16. 2.21 浦河町 日高支庁 吉り|1修司

36 岩内深層水町民座談会 16. 2.28 岩内町 (社)寒地港湾技術

研究センター
田中常雄

う
０ 東川町営農指導対策協議会

幹事研修会

16. 3. 2 札幌市 東川町営農指導対

策協議会

岩下敦子

０
０

つ
０ 農産加工技術講習会 16. 3. 4 名寄市 名寄地区農業改良

普及センター
富永一哉

39 道北地区酒造研究会 16.3.5 旭川市 旭川酒造研究同士
△
言

本堂正明

富永一哉

40 科学であそぼ 「おもしろ実

験室」

16. 3. 7 札幌市 北海道電力鞠 錦織孝史

41 食品衛生監視員ブロック別
研修会

16.
う
０ 19 江別市 岩見沢保健所 川上 誠

つ
´

И
仕 新酒鑑評会

６

６

3.23

3.24

札幌市

札幌市

札幌国税局

札幌国税局

濱岡直裕

富永―哉

43 美唄 「米粉」シンポジウム 16. 3.24 美唄市 美唄市農産物高付
加価値化調査研究

協議会

岩下敦子

44 十勝管内食品加工関係公設

試験研究機関合同成果発表

会

16. 3.26 帯広市 (財)十勝振興機構 清水條資

45 フーズ 。フェスタながぬま

2004

16. 3.28 長沼町 ながぬま農業協同

組合
岩下敦子

46 ものづ くり支援事業に係 る

フォー フム

16. 3.28 旭川市 閉旭川産業高度化
センター

太田智樹
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4 学 会誌投稿

学 会 誌 投 稿 投 稿  者 投 稿 誌 名

Stimulated accumulation of lectin mRNA and

stress response in Helianthus tuberosus

callus by methyl jasmonate

R. Nakagawa

Y. Okumura

M. Kawakami

D. Yasokawa

K.Nagashima

Biosci.Blotechnol.

Biochem.,67(8),

1822-1824(2003)

Cloning, Sequencing, and Heterologous

Expression of a Cellobiohydrolase cDNA from

the Basidiomycete Corti cium rolfsii

D. Yasokawa

(T. Shimizu)

R. Nakagawa

(T. Ikeda)

K.Nagashima

Biosci.Biotechnol.

Biochem.,67(6),

1319-1326,(2003)

Development of Internal Transcribed Spacer

Regions Amplification Restriction Fragment

Length Polymorphism method and Its

Application in Monitoring the Population of

Zypsaccharomyces rouxii M2 in Miso

Fermentation

(N. Sujaya)

Y. Tamura

(T. Tanaka)

(T. Yamaki)

(T. Ikeda)

(N. Kikushima)

(A. Yokota)

(K. Asano)

(F. Tomita)

J.Bioscl.Bioeng.,

96, (5),438-447,

(2003)

漬物 由来平L酸菌の保健機能 中川 良二 食 品 と技 術 ,38 5 ( 7 ) ,

14-16 (2003)

R力′z "“ ∫θッzαι N B R C 4 7 0 7で 発 酵 さ せ た ポ テ

トパルプを原料 とした食酢の製造

田村吉史

岩下敦子

佐 々木茂文

(大堀忠志 )

日本醸造協会誌,99

(3),202…207(2004)
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5 学 会における発表

発 表 題 目 発 案  者 発 表  日 学 会  名

乃 “励′“Ls属 細菌の生産する

凝乳酵素

八十川大輔

(澤田 均 )

(阿部勇吉)

(宮下周平)

中川 良二

長 島浩二

H15.4.1 2003年度 日本農芸化学会

大会

漬物 由来 五′α励“燿IIs属乳酸菌

の細胞表層 には異な る糖鎖認識 タ

ンパ ク質が存在す る

中川 良二

人十川大輔

長 島浩二

H154.2 日本農芸化学会

焼成ホタテ貝殻カルシウムによる

食品への抗菌効果

濱 岡直裕

柿本雅史

富永一哉

田中常雄

(大堀忠志)

(山下 豊 )

H15.5.10 日本薬学会北海道支部第 1

20回例会

Rん′て9′ぉ οヮzὰNB R C  4 7 0 7で 乳酸

発酵 したポテ トパル プの各種食 品

への利用

岩 下敦子

田村吉史

佐 々木茂文

(大堀忠志)

H15.9.5 日本 調 理 科 学 会

常圧過熱水蒸気 の水産加工への応

用

阿部  茂 H15.9.13 日本食 品科学工学会

細菌 由来凝乳酵素の開発 長 島浩二

人十川大輔

H15.9,18 産業技術連携推進会議

第3回生命工学部会総会

水産加工副産物を活用 した高品質

魚醤油の開発

吉川修 司 H15.10.9 第55回北海道食品衛生学

△
本

マ ロラクティック発酵乳酸菌

θ′“θεθεθ“∫θ′″′′の特徴解明に関

する研究

(沼口晶子)

橋渡 携

(井関渉)

(池田隆幸)

H15.H.8 日本農芸化学会北海道支

部秋季合同学術講演会

スジメ多糖抽出物のインビ トロに

おける免疫活性化作用 と経 口投与

による抗腫瘍活性

太 田智樹

田中 彰

吉川修 司

(倉又一
成)

(栗原秀幸)

H15.H.H 日本食品科学工学会北海

道支部大会
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Novel Ability of Lactic Acid Bacteria

for Formation of Furanone Compound

from Milk and Its Application for

Yogurt Making

富永一哉 H15.H.H アジア乳酸菌学会

道産米を利用 した米粉の新 しい製

造方法 と加工適性

岩下敦子 H15.H.11 日本食品科学工学会北海

道支部会

マ ロラクテ ィック発酵乳酸菌

θι“οθθεθ夕sO`“ガの L―リンゴ酸お

よび グル コース消費能

(沼口晶子)

橋渡 携

(井関渉)

(池田隆幸)

H16.3.29 日本農芸化学会 2004年度

大会

通電解凍 した食肉の品質について (蒋 士 竜)

(若松純一)

(西邑隆徳)

(桶元淳一)

(川村周三)

(伊藤和彦)

井上貞仁

熊林義晃

(月反音5日召仁1)

H16.3.29 日本畜産学会 lo3回大会

※ 発 表者欄 の ( )書 きは、 当セ ンター職員以外 の者
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6 出 願済み工業所有権 「特許」

発 明 の 名 称
日
号［麟

出
出

日
号的諸

登
特

生分解性を有する成形品用原料の製法 と生分解性を
有する成形品の製法

6 . 2 . 7

特願 平 6- 3 7 6 6 9

10. 1.30
特許第 2741 4 7 6号

キクイモ由来 レクチ及びその分離製法 特願睾P」31416 特許楽ち&175号
海洋生物を原料 とした代用皮膚 特願睾76.7,2172特許ダダ1133号
乳酸菌乾燥粉末の製造方法 特願華84.:30887特許第

12晶101号
魚類ゼラチンの製造方法 特願幸鼻称2529 特許羮り&力159号
黄色ブ ドウ球菌の検出培地 特願年34畠505 特許″機器56号
豆乳入 リアイスクリームの製造方法 特願筆らL盤2332 特許夕35誂73号
冷凍食 品の離水防止斉J 特願阜;島2356 特許禁ちЬ:」953号
カ ドミウムを除去 した魚介類エキスの製造法 特願翠

・11あ0と7 特許″2発鵠09号
魚類 コラーゲンの製造方法 特願撃

・島:塊9584 特許発ち」1:14号
エ ン ドグルカナーゼ をコー ドす る遺伝子 特願撃

・力野特864 特許″」3ち45号
カルシウム吸収を促進する多糖類食品素材およびそ
の製造方法

1011.26
特願 平 10 - 3 5 3 9 6 8

耐塩性酵母 の乾燥菌体スター ター及びその製造方法 特願撃
・131._:4779特許発%8鵠96号

肥満及び糖尿病予防を 目的とする食品素材 特願翠
・111ら4845

甘味飲料 特願翠
・17131261特許夕383o8号

細菌検 出方法 特願翠
・17寃8647 特許″b訂秘17号

ホタテガイ系統解析方法 特願撃
・1ソニ8570

α―グル コシダーゼ阻害物質 特願130`il'5778

食品の殺菌装置 特願男“lお5010
カルシウム液の製造方法及び同液を用いる抗菌方法 特願晩漬青ら722
醤油滓を利用 した水産食品 特願鴨澄ゝ 7758
包装食品の加熱方法 特願発“ぢL539
ポテ トペース トの製法 特願‰語ら17301
細菌由来疑乳酵素および当該酵素を用いたチーズの

製造
1 4 . 7 . 2

願 特 20 0 2‐19 4 0 1 6

食酢及びその製造方法 特願猛ヱλ‰880
魚介類を素材 とした発酵調味料 特願猛“載1145
食品の乾燥方法 特願跳きγ34726
新規な乳酸菌 とそれを用いて得 られている発酵豆乳
およびその製造方法

1 6 . 2 . 1 0

特願 2004-68091

米粉の製造方法
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7 視 察実績

平成 15年 度の視察者は、42団 体、695人 でセンター業務内容の説明、各施設の

案内、懇談、意見交換等により普及指導に努めた。

○ 月 別視察状況

月

区分

4月 5月 6月 7月 8月 9月 1 0月

視 察 件 数 0 8 5
，

″ 2 6

視 察 人 数 0 3 1 8 1 1 0 0 ９
“ 6 1 9 3

月

区分

1 1月 1 2月 1月 2月 3月 計

視 察 件 数 5 2 3 5 3 4 2

視 察 人 数 9 0 5 2 1 9 3 6 3 9 6 9 5
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3 セ ンター概要

3-1 予 算及び事業概要

*1 16年 度予算は当初予算額、( )内 は一般財源額

*2 民 間等共同研究費及び外部資金活用研究費については、契約等で金額の変更有 り

(単位 :千 円)

予 算 名 15年度予算額 16年度予算額 事 業 概 要

科学技術振興費 52,733(37,985) 60,064( 46,751)

一般試験研究費 30,829( 30,829) 28,249( 28)249) 食 品加 工に関す る総合的な

試験研究を実施す る。

重点領域特別研究費 4,256(  4,256) 15,116( 15,116) 研究開発方針の研究開発の

重点事項に対応する事業化 。

実用化に結びつ く研究課題を

実施する。

民間等共同研究費 5,200(   0) 5,100(      0) 北海道共同研究規程に基づ

き民間企業等 と共同研究を実

施する。

外部資金活用研究費 7,275(      0) 1,080(  0) 国や特殊法人等が公募する

研究事業に応募 し、採択 され

た試験研究を実施する。

受託試験研究費 1 , 1 7 0 (   0 ) 6,030(      0) 国や財 団法人等か らの委託

を受けて試験研究を実施す る。

依頼試験費 1,103(      0) 1,103( 0) 企業等の新製品開発や新技

術の導入を支援するため、依

頼を受けて試験や分析を行 う
とともに、設備、機器等を開

放する。

試験研究用備品整備費 2,900(  2,900) 3,386(  3,386) 試験研究及び技術指導等に

必要な備品の整備を図る。

食品加工研究センター費 107,247(107,211) 1 0 1 , 2 6 5 ( 1 0 1 , 2 6 5 )

技術指導普及事業費 6,780(  6,780) 102(  6,102) 企業等の技術力の向上や製

品の高付加価値化等を図るた
め、技術講習会や移動食加研

を開催するとともに、研究成
果や食品加工等に関する情報

等を広く提供する。

維持管理費 100,467(100,431) 95,163( 95,163) センターを維持管理するた

めの行政経費及びデータベー

ス整備 ・運営に係る経費

△ 計 159,980(145,196) 161,329(148,016)
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3-2 沿 革

大正 12年 4月

昭不日24年 10月

63年 6月

平成 元 年 3月

4年 2月

6年 4月

1 3年 6月

16年 4月

3-3 組 織

所 長 ― 副所長 食 品開発部

札幌郡琴似村の 「北海道工業試験場」において醸造に関する試験研究業務を開始。

「北海道工業試験場」が北海道に移管 され、「北海道立工業試験場」 となる。
「食品加工研究所 (仮称)建 設基本構想検討委員会」の意見をもとに、「建設基本

構想」策定。

「北海道立食品加工研究センター (仮称)建 設基本計画」を策定。

15日

「北海道立食品加工研究センター」開設 (工業試験場食品部を移管拡充)。

職員定数 33名 (うち研究員 23名 )

研究職員 4名 増員

(北海道立十勝圏地域食品加工技術センター (運営 :(財)十 勝圏振興機構)及 び

オホーツク圏地域食品加工技術センター (運営 :(財)オ ホーツク圏地域振興機

構)へ の派遣職員)

10周 年記念講演会開催

機構改正を行い、技術支援体制の強化及び社会的ニーズに対応 した研究体制の

整備を図る。

総  務  係   庶 務、財務及び総合調整

総  務  課

企画調整部
企  画  係   試 験研究の企画及び調整

研 究 普 及 係  試 験研究成果の普及及び広報
研究人材の育成 。養成

相 談 指 導 係  技 術本目談受付 ・技術支援
依頼試験等の受託

幸杏鯖報管Q  技 術情報の収集及び提供

農産食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究
及び技術支援

畜産食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究
及び技術支援

水産食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究
及び技術支援

品質管理、工程管理及び装置等に関する試験
研究及び技術支援

品質、保蔵及び機能性等に関する試験研究
及び技術支援

バイオテクノロジーの食品加工及び品質管理
技術への応用に関する試験研究及び技術支援

発酵食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究
及び技術支援

技 術 支 援 課

Ｉ

一―

農 産 食 品科

畜 産 食 品科

水 産 食 品 科

応用技術部

llilifF]

食静シ椰[糞壇1
職員数 41名 (うち研究職員 30名 )平 成 16年 4月 1日 現在
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3-4 施 設

敷 地 面 積  20, 0 0 0 .  2 4ぜ

建物延床面積   5, 4 8 0 . 5 9ピ   研 究棟 鉄 筋コンクリー ト造 3階 建 4, 270 . 8 6話

試験棟 鉄 筋コンクリー ト造 1階 建 1, 114 . 4 9ピ

その他                 9 5 . 2 4ポ

3-5主 要設備 ・機器

試験研究用機器
。核磁気共鳴装置             ・ ガスクロマ トグラフ質量分析計
。高速液体クロマ トグラフ         ・ イオンクロマ トグラフ

。電子顕微鏡 (透過型、走査型)       。 近赤外分光分析計
。自記分光蛍光光度計           。 X線 回折装置
。ドウコーダー               ・ 原子吸光分光光度計
。示差熱走査熱量計            ・ 超臨界流体抽出分離装置
。万能引つ張り試験機

加工試験用機器
。エクス トルーダー             ・ 超高圧処理装置
。薄膜真空蒸発装置            。 膜分離装置
。チーズ製造装置              ・ アイスクリーマ

。レトル ト殺菌機              。 真空フライヤー

・試験用製めん機              。 パン生地製造装置

。遠赤外線常圧 ・減圧乾燥機         。 真空凍結乾燥機

。加圧 ・減圧かくはん試験機         。 かくはん混合造粒機

・スモークマシン              ・ 急速凍結装置

。真空包装機

3-6主 要試験 ・分析

依頼試験
。一般生菌数
。乳酸菌
。大腸菌群
・黄色ブ ドウ球菌
・サルモネラ
。細菌同定試験 (遺伝子解析法)
。屈折率測定

依頼分析
。灰分分析
。粗たんぱく質分析
・食塩分析
。酸度分析
。アミノ酸組成分析
・ビタミン分析 (水溶性)
。X線 微少部分析

・耐熱性菌数
・真菌 (カビ。酵母)
。大腸菌
。腸炎ビブリオ
・pH測 定
・真菌同定試験 (遺伝子解析法)
。水分活性測定

。水分分析
。脂質分析
・有機酸組成分析
。アルコール分析
・無機質 (ミネラル)分 析
・ビタミン分析 (脂溶性)
・脂肪酸組成分析
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内 容 申込み 。手続 き等 お問い合わせ窓 口

共同研究の受付は 随時受付 。有料

共同研究を行 う場合には、「北海道共同研究規

程」に基づき手続 きを行います。

企画係

T■ 011-387-4113

食品加工技術に関する

総合的な相談は

随時受付 。無料

電話、来所、文書など形式は問いません。

相談指導係

η■ 011-387-4115

技術支援 (現地 。所 内)の

申込みは

随時受付 。無料

技術支援依頼書又は電話等でお申込み くださ

い

依頼試験 。分析の申込みは

設備機器の使用申込みは

随時受付 。有料

依頼試験分析 申込書、設備使用申込書等でお申

込み ください。手数料 。使用料は北海道収入証

紙をちょう付 していただきます。

なお、申込書は、北海道 ダウンロー ドセンター

ホームページでダウンロー ドできます。

(http://呻 .frOm pref.hokkaldO.jp/dic/)

移動食 品加工研究セ ンター

・技術講習会等の申込みは

無料

所定の申込書によりお申込み ください。

研究普及係

Ъ■ 011-387-4114

技術研修生の 申込みは 随時受付 。無料 (ただ し、研修に関する試料

消耗品等は負担いただきます。)

研修 申込書によりお申込み くだ さい。

施設見学の申込みは 随時受付 。無料

事前に文書でお申込み ください。

図書等の閲覧は 随時受付 ・無料

主査 (情報管理)に お申込みください。

主査 (情報管理)

η■ 011-387-4114

工業所有権の利用は 随時受付 。有料

主査 (情報管理)に ご相談ください。

3-7 利 用方法

*1 お 申込みの前に、電話等でご相談ください。

*2 食 品加工研究センターホームページでは、センターの組織や業務内容の概要のほか、技術講

習会等のイベン ト情報も掲載 していますのでご覧ください。(httpノ/― w.foodhokkJdo.grJp)
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